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令 和 ６ 年 第 ３ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 
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       認定第21号  
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３（６）に基づき、監査委員である仲

村未央委員は調査に加わらない。  

説明した者の職・氏名 

 　保 健 医 療 介 護 部 長　　糸　数　　　公

 　　保 健 医 療 総 務 課 長　　山　里　武　宏
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○新垣新委員長　ただいまから文教厚生委員会を開

会いたします。 

　本日の説明員として、保健医療介護部長及び病院

事業局長の出席を求めております。 

　まず初めに、「本委員会の所管事務に係る決算事項

の調査について」に係る令和６年第３回議会認定第

１号、同認定第20号及び同認定第21号の決算３件の

調査について、一括して議題といたします。 

　それでは、保健医療介護部長から、保健医療介護

部関係決算事項の概要の説明を求めます。 

　糸数公保健医療介護部長。 

○糸数公保健医療介護部長　おはようございます。 

　それでは、保健医療介護部のほうから、所管の令

和５年度決算概要について御説明をいたします。 

　ただいま通知いたしました歳入歳出決算書説明資

料をタップし、資料のほうを御覧ください。 

　資料の１ページ目を御覧ください。 

　表の右端の欄は、令和５年度沖縄県歳入歳出決算

書のページを記載しておりますので、御参照くださ

い。 

　それでは、一般会計歳入決算の状況について御説

明いたします。 

　表の一番上、保健医療介護部計の欄ですが、予算
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現額の計（Ａ欄）440億8049万5000円に対しまして、

調定額（Ｂ欄）は388億4928万1037円、そのうち収入

済額（Ｃ欄）は388億4220万5256円、不納欠損額（Ｄ

欄）は０円、収入未済額（Ｅ欄）は707万5781円、収

入比率99.98％となっています。 

　次に、歳入決算について、款ごとの主な内容を御

説明いたします。 

　欄外に通し番号を振っておりますので、こちらを

用いて御説明をいたします。 

　まず、通し番号の１番、（款）分担金及び負担金の

収入済額（Ｃ欄）７万8494円は、精神障害者措置入

院費負担金となっております。 

　次に、通し番号４番、（款）使用料及び手数料の収

入済額131万3435円は、精神保健福祉センター使用料

などとなっております。 

　次に、通し番号12番、（款）国庫支出金の収入済額

268億9118万3272円は、精神疾患を有するもの及び難

病患者の扶助費に充てるために交付された負担金並

びに新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

などとなっております。 

　２ページをお願いいたします。 

　通し番号の20番、（款）財産収入の収入済額573万

8037円は、健康づくり財団への土地貸付料などとなっ

ております。 

　通し番号の26番、（款）寄附金の収入済額２万円は、

新型コロナウイルス感染症対策支援に係る寄附金と

なっております。 

　次に、通し番号29番、（款）繰入金の収入済額22億

1666万7454円は、離島や北部地域の医師確保、医療

介護体制整備等に要する経費に充当するため、保健

医療介護部で設置した各基金からの繰入れなどと

なっております。 

　続いて３ページを御覧ください。 

　通し番号34番、（款）諸収入の収入済額95億5780万

4564円は、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

交付金において、令和４年度に各医療機関で実施さ

れました自主点検により、過大交付が判明した病床

確保料の一部返還金などとなっております。 

　通し番号48番、（款）県債の収入済額１億6940万円

は、看護大学施設整備補助金に係る県債などとなっ

ております。 

　次に、収入未済額について御説明をいたします。 

　お手数ですが、１ページのほうに戻らせていただ

きます。 

　表の一番上、保健医療介護部計の右から３列目、

収入未済額（Ｅ欄）707万5781円について御説明をい

たします。 

　通し番号４番、（款）使用料及び手数料の収入未済

額112万8238円は、県立首里厚生園使用料に係るもの

で、沖縄県が平成20年度まで運営していた特別養護

老人ホームにおける食費や施設サービス費の自己負

担分の未納額が、扶養義務者の転居先不明などによ

り徴収困難なため収入未済となっております。 

　続いて３ページを御覧ください。 

　通し番号34番、（款）諸収入の収入未済額594万

7543円は、高齢者居室整備資金貸付金、看護師等修

学資金貸付金、元職員への損害賠償請求金に係る弁

償金、沖縄県老人福祉医療助成金に係るもので、債

務者の経済的理由等により徴収困難なため収入未済

となっております。 

　次に、一般会計歳出決算の状況について御説明い

たします。 

　４ページを御覧ください。 

　表の一番上、保健医療介護部計の欄ですが、予算

現額の計（Ａ欄）1275億6755万4800円に対し、支出

済額（Ｂ欄）は1157億9871万965円、翌年度繰越額（Ｃ

欄）は32億9273万5000円、不用額（Ｄ欄）は84億7610万

8835円、執行率は90.8％となっております。 

　次に、歳出決算の内容について御説明をいたしま

す。 

　まず、通し番号の１番、（款）民生費の支出済額563億

1974万222円は、介護保険制度及び後期高齢者医療費

制度に係る負担金に要した経費などとなっておりま

す。 

　次に、通し番号７番、（款）衛生費の支出済額585億

9396万1616円は、新型コロナウイルス感染症などの

感染症対策、ハンセン病や結核対策、精神保健、健

康増進の推進、難病対策、衛生環境研究所及び保健

所の運営、食品衛生、医務・薬務及び病院事業会計

への繰出金に要した経費などとなっております。 

　次に、５ページを御覧ください。 

　通し番号35番、（款）教育費の支出済額８億8500万

9127円は、看護大学の運営等に要した経費となって

おります。 

　次に、翌年度繰越額について御説明いたします。 

　お手数ですが、４ページのほうにお戻りください。 

　表の一番上、保健医療介護部計の右から４列目、

翌年度繰越額（Ｃ欄）32億9273万5000円について、

その主なものを御説明いたします。 

　通し番号の４番、（目）老人福祉費については、そ

の中の介護職員処遇改善事業において、国の経済対

策に伴い令和６年２月補正を行っており、補助金支
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給の事務処理等を年度内に完了することが困難と

なったことにより繰越ししたものです。 

　次に、５ページを御覧ください。 

　通し番号29番、（目）医務費については、その中の

沖縄医療施設等施設整備事業において、工事現場で

発見された不発弾や、台風の影響により工事の進捗

が遅れたため、年度内の完了が困難となったことに

より繰越ししたものであります。 

　次に、不用額について御説明いたします。 

　お手数ですが、４ページのほうへお戻りください。 

　表の一番上、保健医療介護部計の右から２列目、

不用額（Ｄ欄）84億7610万8835円について、その主

なものを御説明いたします。 

　通し番号の１番、（款）民生費の不用額、12億3924万

5778円でありますが、主なものを申し上げますと、

通し番号４番、（目）老人福祉費については、その中

の新型コロナウイルス感染症対策事業において、感

染に備え予算を確保しましたが、事業者の申請実績

が下回ったこと等により不用が生じたものでありま

す。 

　次に、通し番号７番、（款）衛生費の不用額、72億

2569万6184円でありますが、その主なものを御説明

いたします。 

　５ページ目のほうを御覧ください。 

　通し番号の29番、（目）医務費については、その中

の新型コロナウイルス感染症受入病床確保事業にお

いて、５類感染症への位置づけ変更後も補助が継続

されることとなったため、年度末の感染拡大に備え、

必要な経費を確保しておりましたが、入院患者数が

見込みを下回ったことに伴い、確保する病床が減少

し不用が生じたものであります。 

　通し番号35番、（款）教育費の不用額、1116万6873円

については、看護大学特定運営費交付金事業におい

て、普通退職者がいなかったことによる不用が主な

理由であります。 

　次に、６ページを御覧ください。 

　沖縄県国民健康保険事業特別会計の決算について、

御説明いたします。 

　まず、歳入ですが、予算現額の計（Ａ欄）は、1687億

7055万6000円に対し、調定額（Ｂ欄）は1699億1423万

5398円、そのうち収入済額（Ｃ欄）が1699億1423万

5398円、収入比率100％となっております。 

　６ページ目、７ページ目は、特別会計の歳入決算

状況を示しておりますが、不納欠損額（Ｄ欄）及び

収入未済額（Ｅ欄）ともに０円、収入比率100％となっ

ておりますので、目別の説明は割愛をさせていただ

きます。 

　次に、８ページを御覧ください。 

　沖縄県国民健康保険事業特別会計の歳出ですが、

予算現額の計（Ａ欄）は1687億7055万6000円に対し、

支出済額（Ｂ欄）は1656億3130万6328円、不用額（Ｄ

欄）は31億3924万9672円、執行率は98.14％となって

おります。 

　Ｄ欄の不用額31億3924万9672円は、主に通し番号

４番、（目）保険給付費等交付金において、保険給付

の実績が見込額より減少したことにより普通交付金

に不用が生じたものであります。 

　なお、特別会計においては、収入済額と支出済額

に差額が生じた場合、決算剰余金として翌年度に繰

越しすることとなります。 

　以上で、保健医療介護部所管の令和５年度歳入歳

出決算の概要説明を終わります。 

　御審査のほどよろしくお願いいたします。 

○新垣新委員長　保健医療介護部長の説明は終わり

ました。 

　次に、病院事業局長から、病院事業局関係決算事

項の概要の説明を求めます。 

○本竹秀光病院事業局長　おはようございます。 

　よろしくお願いします。 

　病院事業局の令和５年度決算の概要について、掲

載されております令和５年度沖縄県病院事業会計決

算書に基づいて御説明いたします。 

　初めに、事業概要から御説明いたします。 

　決算書の15ページを御覧ください。 

　１、概況の（１）総括事項について。ア、沖縄県

病院事業は、県立北部病院、県立中部病院、県立南

部医療センター・こども医療センター、県立宮古病

院、県立八重山病院、県立精和病院の６病院及び16か

所の附属診療所を運営し、イ、県民の健康保持に必

要な医療を提供するため、医師・看護師等の医療技

術員の確保、施設及び医療機器の充実に努め、医療

水準の向上に努力しております。エ、業務状況につ

いては、入院患者延べ数が56万8289人、外来患者延

べ数が70万6689人で、総利用患者延べ数は127万

4978人となり、前年度と比べて１万9440人の増加と

なりました。 

　次に、決算書について御説明いたします。 

　恐縮ですけれども、１ページに戻りまして御説明

いたします。 

　（１）収益的収入及び支出について、収入の第１款

病院事業収益は、予算額合計686億6773万4000円に対

して、決算額は648億9742万8057円で、予算額に比べ
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て37億7030万5943円の減となっております。 

　その主な要因は、新型コロナウイルス感染症関連

補助金の減に伴うもので、第２項の医業外収益にお

いて23億6646万9180円減少したことによるものです。 

　次に、支出の第１款病院事業費用は、予算額合計

739億1064万2800円に対して、決算額は713億6660万

2114円で、不用額は25億4404万686円となっておりま

す。 

　その主な要因は、給与費、経費などが当初の見込

みを下回ったため、第１項の医業費用において、22億

8594万830円の不用が生じたことによるものです。 

　２ページを御覧ください。 

　（２）資本的収入及び支出について、収入の第１款

資本的収入は予算額合計68億1830万8000円に対して、

決算額は60億3137万4012円で、予算額に比べて７億

8693万3988円の減となっております。 

　その主な要因は、建設改良費の執行減及び繰越し

に伴い企業債借入れが減少したため、第１項の企業

債において、７億9810万円減少したことによるもの

です。 

　次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計89億

7648万5023円に対し、決算額は81億9941万8340円で、

翌年度への繰越額が２億9881万6967円で、不用額が

４億7824万9716円となっております。 

　不用額の主な要因は、施設整備費における入札執

行残や整備内容の見直し等により、第１項の建設改

良費において４億7724万946円の不用が生じたことに

よるものです。 

　３ページを御覧ください。 

　令和５年４月１日から令和６年３月31日までの損

益計算書に基づき、経営成績を御説明いたします。 

　１の医業収益は、入院収益、外来収益などを合計

した505億6392万227円に対して、２の医療費用は、

給与費、材料費、経費などを合計した649億5688万

9912円で、１の医業収益から２の医業費用を差し引

いた医業損失は143億9296万9685円となっておりま

す。 

　３の医業外収益は、受取利息配当金、他会計補助

金、国庫補助金などの合計で、117億1505万5420円と

なっております。 

　４ページを御覧ください。 

　４の医業外費用は、支払利息、長期前払消費税勘

定償却、雑損失を合計した29億1324万836円で、３の

医業外収益から４の医業外費用を差し引きますと、

88億181万4584円の利益が生じております。 

　これに医療損失を加えた経常損失は55億9115万

5101円となっております。 

　５の特別利益は、25億1061万7012円で、６の特別

損失は、34億2185万１円であり、差し引き、９億1123万

2989円の損失を計上しており、当年度純損失は65億

238万8090円で、前年度繰越利益剰余金38億9639万

4468円を差し引きますと、当年度未処理欠損金は26億

599万3622円となっております。 

　５ページを御覧ください。 

　剰余金計算書について、御説明いたします。 

　表の右の欄、資本合計を御覧ください。 

　前年度末残高が121億4490万1019円に対し、前年度

処分額が０円、当年度変動額はマイナス64億1138万

5994円で、したがいまして当年度末残高は57億3351万

5025円となっております。 

　下の欠損金処理計算書について、御説明いたしま

す。 

　１行目、当年度末残高の未処理欠損金は、26億599万

3622円で、これにつきましては、全額を翌年度に繰

り越すこととなります。 

　６ページを御覧ください。 

　令和６年３月31日現在における貸借対照表に基づ

きまして、財政状態について御説明いたします。 

　まず、資産の部における１の固定資産は、（１）の

有形固定資産と、７ページに移りまして、（２）の無

形固定資産、（３）の投資を合わせた合計で、439億

4655万6257円となっております。 

　２の流動資産は、（１）の現金預金、（２）の未収

金、（３）の貯蔵品などを合わせた合計で、286億7976万

194円となっております。 

　１の固定資産、２流動資産を合わせた資産合計は、

726億2631万6451円となっております。 

　８ページを御覧ください。 

　次に、負債の部における３の固定負債は、（１）の

企業債、（２）の他会計借入金などを合わせた合計で、

400億1703万5606円となっております。 

　４の流動負債は、（１）の企業債、（２）のリース

債務などを合わせた合計で、134億5645万9051円と

なっております。 

　５の繰延収益で、長期前受金から収益化累計額を

差し引いた繰延収益合計は、134億1930万6769円と

なっております。 

　３の固定負債、４の流動負債、５の繰延収益を合

わせて負債合計は、668億9280万1426円となっており

ます。 

　９ページを御覧ください。 

　資本の部における資本金合計は、18億7858万4732円
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となっております。 

　７の剰余金は、（１）の資本剰余金、（２）の利益

剰余金の合計で、38億5493万293円となっております。 

　６の資本金と７の剰余金を合わせた資本合計は、

57億3351万5025円で、これに負債合計を加えた負債

資本合計は、726億2631万6451円となっております。 

　以上で、認定第21号令和５年度沖縄県病院事業会

計決算の概要説明を終わります。 

　御審査のほどよろしくお願いいたします。 

○新垣新委員長　病院事業局長の説明は終わりまし

た。 

　これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に係る基本的事項に従っ

て行うことにいたしますので、十分御留意願います。 

　なお、総括質疑の提起の方法及びその取扱等につ

いては、昨日と同様に行うこととし、本日の質疑終

了後に協議いたします。 

　質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。 

　また、質疑に関しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ述べた上で、該当するペー

ジを表示し、質疑を行うよう御協力をお願いいたし

ます。 

　それでは、これより直ちに保健医療介護部及び病

院事業局関係決算事項に対する質疑を行います。 

　米須清一郎委員。 

○米須清一郎委員　お願いします。 

　病院事業局からお願いしたいと思うんですが、今、

決算の御説明いただいたんですけれども、赤字になっ

ていますね。 

　決算書で行くと４ページ、損益計算書のところで

当年度純損失65億円、そして当年度未処理欠損金26億

円ということで、改めてその要因、御説明もあった

と思うんですが、一通り。 

　こういう結果に至った主な要因をお願いしたいと

思います。 

○宮平直哉経営課長　まず、要因ですけれども、大

きく分けて４つほどあるというふうに考えておりま

す。 

　１つ目が、新型コロナウイルス感染症関連の他会

計からの補助金が減少したということが一つ。 

　それから、新型コロナウイルス感染症の病床確保

事業に係る国への補助金の返還があったことに伴っ

て特別損失が発生したこと。 

　それから、給与改定であったり、職員数の増に伴っ

て給与費が増加したこと。 

　それから、物価高騰に伴いまして、材料費が増加

したこと、この４つが主な要因ではないかというふ

うに考えております。 

○米須清一郎委員　ちょっとなかなか細かいところ

までは見切れないんですけれども、要因からすると、

流れ的にもそういうものが避けられないような、そ

ういう意味で今後大丈夫かという、そういう傾向が

続くんでしょうか。 

　令和６年度以降ですね、これは令和６年度も半ば

ですので、いかがでしょうか。 

○宮平直哉経営課長　令和６年度の途中ではありま

すけれども、今申し上げたような傾向というのは大

きくは変わっておりませんので、令和６年度の経営

についても非常に厳しい状況であるというふうに考

えております。 

○米須清一郎委員　聞き方を変えるんですが、病院

別に見たら特にという赤字に至る要因もありますか。 

　それとも全体共通のことなんでしょうか。 

○宮平直哉経営課長　先ほど申し上げた要因ですけ

れども、県立病院全体で同じような傾向が見られま

す。 

○米須清一郎委員　そういう中で、厳しい状況が続

くというところで一般的に収支といったところで、

支出で抑制し、収入で上げていくというところ、単

純にですね。中身はいろいろだと思うんですが、厳

しい中で今後どんなふうに数字的なものを、赤字を

出さない方向に持っていく経営をしていくんでしょ

うか。 

○宮平直哉経営課長　今、委員おっしゃったように、

端的に収益を増やして費用を抑えていくということ

に尽きるわけですけれども、例えば収益の確保につ

いては、診療報酬の改定への対応であったり、レセ

プトというのがありますけれども、その手戻りを未

然に防止するための研修会の実施であるとか、その

レセプトの点検による請求漏れであったり、逆に過

剰請求がないようにといったことに努めております。 

　また、費用の縮減ですけれども、これまで未着手

であった検査委託の価格交渉を行っておりまして、

費用の徹底的な縮減に努めております。 

　また、費用の大部分を占める人件費なんですけれ

ども、御承知のように今、医師、看護師の働き方改

革が進んでおりまして、そういった改革を通じて、

時間外勤務の縮減に努めたりとか、また、人員配置

の最適化を図るなどして、費用の縮減、人件費の縮
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減に取り組む必要があるというふうに考えておりま

す。 

○米須清一郎委員　ありがとうございます。 

　もう一点、ちょっと分からなくてお聞きするんで

すが、当年度未処理欠損金26億円、これは最終の数

字かなと思うんですけれども、会計的にどういう扱

いになるんですか、この後というのは。 

○宮平直哉経営課長　当年度未処理欠損金ですけれ

ども、これは令和６年度に繰越しをして、令和６年

度を含めて令和７年度、令和８年度以降の料金収入

であったり費用の縮減を行うことで、これを地道に

解消していくという形になります。 

○米須清一郎委員　そうすると、大体その行政とい

うのは幾らか残るイメージですので、剰余金という

形で翌年度に持ち越す、その逆のパターンという、

そういう理解でいいですね。 

○宮平直哉経営課長　そのとおりでございます。 

○米須清一郎委員　そうすると、単純に最初からそ

のマイナス26億円を持った状態でスタートするとい

うところで、当年度に赤字が出ないようにするだけ

じゃなくて、もともとある26億円を解消していくと

いうこともやっていくということで本当に大変だな

と思いますけれども、その見通しを立てながらやっ

ていくことがより必要かなということになってくる

かと思うんですが、どうでしょうか。 

○宮平直哉経営課長　先ほど申し上げたことの繰り

返しになるんですけれども、とにかく収益を確保す

ること、それから費用の縮減に全力で取り組むこと

になるんですけれども、沖縄県病院事業局では令和

４年度に沖縄県立病院の経営強化計画を策定してお

りまして、これに伴った取組をしております。 

　その中でも様々な取組がありますけれども、例え

ば、修正医業収支比率改善であるとか、単年度の資

金収支の黒字化とか様々な取組を行ってまいります

ので、県民の皆さんも含めて、議会の皆さんも含め

て御支援をいただければというふうに思っておりま

す。 

　また、我々現場の職員一丸となって病院事業の改

善に取り組んでまいります。 

○米須清一郎委員　ありがとうございます。 

　大変だと思いますけれども、また引き続き頑張っ

ていただきたいと思います。 

　次の質疑に移りますけれども、医療体制ですね。

　これもまた大変だと思うんですけども、監査意見

書の６ページ、下のほうに医療体制のことが出てき

ます。 

　（２）、医師等をはじめとする医療スタッフの確保

等についてということで、７ページの頭に職員数と

か記述しながら、一部においては医師の欠員等によ

り診療科の休診や診療の制限が行われているという

こともあります。 

　大きな組織でいろんな診療科があってあれなんで

すけれど、よくというかちょくちょく見聞きするこ

とがあって、たまたまかもしれませんけれども、腎

臓内科の医師が、もうあちこち辞める、いなくなる、

今後を見据えたときに回らなくなるというお話が

入ってきているんですよ。 

　その点、令和５年度の継続的な体制の話というこ

とでお聞きできればと思うんですが、腎臓内科の医

師の体制が県立病院の中でちょっとやばいぞという

お話があることについてはどうでしょうか。 

○三和秀樹管理課長　お答えいたします。 

　県立病院の腎臓内科医師につきましては、現在、

全体で14人勤務しておりますけれども、現在の状況

においては直ちに不足しているというふうには認識

はしてございません。 

　ただし、今後、退職等も見込まれておりますので、

そのままでは不足するという状況になりますので、

病院事業局としましては、腎臓内科医がしっかりそ

の業務に応じた職員数を確保できるように、取組と

しましては県立病院間での応援体制の検討ですとか、

県内外の大学病院等への専門医の派遣の要請、それ

から人材紹介会社を通した確保等のそういった様々

な取組を行っているところでございます。 

○米須清一郎委員　全体で14名というのは、現員で

しょうかね、定数でしょうか。その両方を改めてお

聞きしていいですか。 

○三和秀樹管理課長　今申し上げた14名というのは

現員でございます。 

　定数につきましては、腎臓内科医の定数というふ

うな定めはございませんで、内科という単位での定

数はあるんですけれども、腎臓内科医の定数という

のはないので、その内科の定数の範囲内で各病院に

おいて必要な人員を配置していただいているところ

でございます。 

○米須清一郎委員　ちょっとなかなか分かったとは

言えないんですけれども、内科というところで、全

体でやり繰りする部分もあるのかもしれないんです

が、ちょっとお聞きしたところでいくと、やっぱり

専門医が必要で、専門医がいないと、その次の指導

医というんですか、指導医専門医、これから専門医

になる方々がそろっていないと、そういう体制がな
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いと専門医になっていけない。結果的に回らなくな

るみたいなようにお聞きしておりまして、内科全体

でやり繰りすることじゃなくて、やっぱりこの専門

としての配置、確保が必要なのかなということで理

解しているんですけれども、先ほど御説明いただき

ましたので、現状としてはすぐにということではな

いけれども、今後のことを考えたら辞める、いなく

なるお話があるんだと、そういうふうに聞いている

ものですから、辞める、抜けるということでいなく

なる、回らなくなる、今後ですね。ということが、

出てくるというお話ですので、ぜひ、これだけじゃ

ないんでしょうけれども、しっかり、特に離島医療

のほうで、この話も八重山のほうからの話になって

いまして、八重山で直面する話、そして全体として

の話でもあるということですので、確保に困ること

にならないように、しっかりお願いしたいと思いま

す。 

　次、保健医療介護部のほうに移りたいと思います。 

　主要施策のほうなんですが、173ページ。 

　介護予防市町村支援事業ということですけれども、

事業の中身で研修とアドバイザーというのが出てく

るんですが、その中身をもうちょっと具体的に聞い

ていいですか。 

　研修はどういう方々を対象にどういう研修を、ま

た、アドバイザー派遣はどういう方を対象にどうい

うアドバイスをしたというところの御説明をお願い

します。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　まず初めに、研修の概要のほうを御説明させてい

ただきます。 

　研修は、地域包括ケアシステムの構築に取り組む

市町村の職員、そして、地域包括支援センターの職

員の資質の向上などを目的としまして研修を開催し

ております。 

　研修の内容としましては、大きくは国の政策動向

などの総論でありますとか、市町村包括の新任向け、

現任向けなどレベルに応じた研修。そして、介護予

防や権利擁護など、テーマ別の研修などを実施して

おります。 

　そして、アドバイザー派遣につきましては、市町

村が実施をしています地域包括ケアシステム構築の

取組の支援のために、市町村からの派遣依頼や相談

依頼に応じまして、理学療法士や栄養士などの専門

職を派遣しまして、市町村が実施をしている介護予

防事業へのアドバイスでありますとか、地域包括支

援センターが実施をしていますケアマネジメントに

対する助言や相談への対応などを行っております。 

　以上です。 

○米須清一郎委員　この報告資料の下のほうに効果

と課題とあるんですが、効果のところで政策目標と

出てくるんですけれども、これどういうことを言っ

ていますかね、政策目標とは。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　市町村では地域の高齢者の介護予防でありますと

か、適切な支援の提供などに取り組んでおります。 

　県及び市町村では、３年間の介護保険事業計画を

策定しまして、その中に必要な取組でありますとか

数値目標などを定めて取組を進めております。 

　その計画の推進に当たって、計画で定めた目標を

推進するというような目標を共有して、その市町村

の取組を支援するために、県としましても研修内容

の設定などを行って支援をしております。 

　以上です。 

○米須清一郎委員　ありがとうございます。 

　その後の課題のところでは、また、地域の実情等

を踏まえた総合的な支援が必要とあるんですが、今

のこの政策目標にしても、課題のところで書いてあ

ることにしても、地域包括ケアシステムの全体のこ

と言っているんですよね、恐らく。何が言いたいか

というと、ちょっと具体が見えてこない。本当にた

くさんのことをやる、総合的なものになっているの

でこういう記述かと思うんですけれども、先ほどお

聞きしました研修、それからアドバイザーのところ

で、今やっていることだけじゃなくてもっと地域の

生活を支援することを掘り起こすようなことの研修

とか啓発、アドバイス、そういうことが必要なんじゃ

ないかなと思うんですけど、どうでしょうか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　市町村が設置をしています地域包括支援センター

では、高齢者の総合相談窓口として、本人や御家族

からだけではなく、地域の方からの情報提供などを

受けまして、訪問による総合相談なども実施をして

おります。 

　県が実施をしています研修においても、高齢者の

生活支援、権利擁護でありますとか、多職種による

ケアワークなどの研修も行っております。 

　包括は、地域の多様な関係者、民生委員や地域住

民も含めまして、アウトリーチによる支援も行うこ

ととしておりまして、県としましては、このケアマ
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ネジメントの研修も実施をしているところです。 

　以上になります。 

○米須清一郎委員　ありがとうございます。 

　この地域包括ケアシステムは、本当に地域それぞ

れで実践をされて、今始まった話ではなくて以前か

らあるものなんでしょうけれども保険とか介護とか

制度で動いている、いわゆる介護保険サービスとか、

そういうのに乗っかって動く部分は分かりやすいで

すし、あと市町村のやっている予防事業とかいいと

思うんですけれど、それだけじゃないですよね。地

域の人がボランティアでもやっていく、地域でみん

なで生活を支えていくということを、果たして全体

でできているのかという視点を持って県としての普

及啓発してほしいなと思いますが、その辺いかがで

しょうか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　高齢者の多様なニーズに応えていくためには、フ

ォーマルな支援だけではなく、地域におけるインフ

ォーマルな関係づくりが大変重要と考えております。 

　日常生活におけるつながりづくりでありますとか、

居場所づくりのための市町村の取組も推進していく

必要があると思います。 

　県では、今後の高齢者の増加を見据えて、今年度、

万国津梁会議というもので、公共私連携をテーマに

した議論を行っているところです。 

　行政と地域の住民、団体、そして民間事業者の参

画も得て、高齢者に必要な支援の創出についても検

討していくこととしております。 

　そういった取組を通じながら、県として必要な市

町村と共働した取組を進めていきたいと考えており

ます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　山里将雄委員。 

○山里将雄委員　それじゃ、よろしくお願いいたし

ます。 

　まず、病院事業局のほうからお伺いしたいと思う

んですけれども、病院事業局決算審査意見書の７ペー

ジ。今出してありますけれども、財務に関する事務

において是正改善を要する事項。 

　これに関連して、病院総務システムのことについ

てお伺いをいたします。病院総務システム開発につ

いてですね。これは23日の決算特別委員会でも質疑

があったようなんですけれども、こちらでも幾つか

確認をしたいと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

　今年の８月に本格運用が開始されたこのシステム

なんですけれどね、これ総務管理システムとか勤務

管理システムとか言ったりするようなんですけれど

も、これの９月分と10月分にエラーが生じて、いわ

ゆる６病院の時間外勤務や夜間、休日勤務などに未

払いあるいは過払いが生じたと。これ新聞にも報道

がありました。令和４年度から当該決算年度である

この令和５年度ですね。そして、現年度の令和６年

度にかけて、同システム開発に係る業務が行われて

いるわけなんですけれども、この関連の契約が令和

４年から令和６年に４件あって、この審査の対象で

ある令和５年には、令和５年度病院総務システム追

加改修及び運用保守業務というものが委託されてい

るんですね。 

　まずお伺いしますけれども、この契約の内容、令

和５年度の契約内容、どんな目的で行われたのか、

何を改修するものであったのかお答えいただけます

か。 

○平田いずみ総務企画課病院総務事務センター所長

　病院事業局では、令和４年11月に各病院の職員給

与事務等総務事務の集約化を進める方針と合わせて、

知事部局の総務事務システムの導入を決定し、令和

５年３月に調達いたしました。 

　令和５年度病院総務システムの追加改修契約につ

きまして、目的は、県立病院の勤務形態等に合わせ

る等のため、令和４年度に調達した病院総務システ

ムの追加改修等を行うものです。 

　内容は、まず交代制勤務、変形労働時間制勤務、

宿日直、オンコール当番など、県立病院特有の勤務

形態に合わせるための勤務管理機能の追加改修です。 

そのような中で、改正労働基準法、医療法施行に向

けた医師の働き方改革への対応を行うものとしまし

た。また、テスト版を稼働する中で、各病院現場か

らの要望等に対応するため、勤務実績の見える化、

ユーザーインターフェースの改善、職員の事務負担

軽減につながる追加改修を行いました。 

○山里将雄委員　そういった内容で令和５年には発

注しているわけですね。 

　これ令和４年度から令和６年度にかけて、このシ

ステム開発や改修業務が委託されているわけなんで

すけれども、令和５年には今言ったこの契約が１つ

だけです。 

　先ほど答弁ありましたけれども、令和６年から医

師の働き方改革が始まることになっていて、それに

対応する改修もこの中で行ったということです。こ

の医師の働き方改革が令和６年から始まるというこ
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とは、もうこれ既に分かっていたことですから、令

和４年当初の開発時点で、最初のほうでこれを盛り

込んでいるべきだったのではないですか。令和５年

度では、遅かったのではないかというふうに思いま

す。働き方改革への対応は令和６年４月からもう既

に始まっていますけれども、令和６年にもこの改修

を行っているんですね、今年度も。どうしてもっと

早く対応できなかったのか、その辺いかがでしょう。 

○平田いずみ総務企画課病院総務事務センター所長

　委員がおっしゃる病院総務システムに係る４つの

契約とは、１つ目が令和４年11月の物品売買契約、

こちらが沖縄県病院総務システムの購入。 

　そして２つ目が、令和５年８月の令和５年度病院

総務システム追加改修及び運用保守業務委託契約。 

　３つ目が、令和６年４月の令和６年度沖縄県病院

事業局病院総務システム運用保守業務委託契約。 

　４つ目が、令和６年５月の令和６年度病院総務シ

ステム追加改修業務委託契約と受け止めております。 

　他方、令和３年５月に成立しました、医師の働き

方改革関連法の令和６年４月に向けた施行準備スケ

ジュールは、国の政省令の公布が令和４年１月。そ

して運用通知等のＱ＆Ａの最終更新が令和５年６月。

その後、法施行に向けた国の審議会の資料の提供が

令和５年12月。そして、法施行通知が令和６年４月。

法施行後のＱ＆Ａの更新が令和６年７月でございま

した。 

　振り返ってみますと、病院総務システム調達に係

る令和４年度予算を調製した令和４年２月の時点及

び、同システムを調達した令和４年11月の時点で、

医師の働き方改革対応に関するシステムの仕様の詳

細部分を含めて確定することは困難であったと考え

ております。 

○山里将雄委員　令和４年の段階では、医師の働き

方改革に関する分はまだ確定していなかったので、

対応ができなかったということでの理解でよろしい

んですね。分かりました。 

　今年に入って、これは８月から稼働したわけなん

ですけれども、今年に入ってすぐではなくて、先ほ

ど言ったように医師の働き方改革は４月から始まっ

ているはずなんですけれども、すぐではなくて、８月

から、ちょっと遅くなってるわけですね、稼働がね。

これは恐らくシステムをしっかりと完成させて、エ

ラーが出ないようにするためだったと思うんですけ

れども。しかし、しょっぱなから、９月からこうい

うトラブルが出てしまった。当初の契約段階から開

発の計画をしっかり立てていれば防ぐことができた

のではないかというふうに考えるんですけれども。

少なくとも令和５年までには修正することもできた

のではないかと思うんですけれども、その辺はいか

がですか。 

○平田いずみ総務企画課病院総務事務センター所長

　病院事業局では、令和４年度に調達した病院総務

システムについて、医師の働き方改革を含む病院独

自の勤務管理機能の改修を行い、令和５年９月から

テスト版を稼働し、勤務状況の見える化、ユーザー

インターフェースの改善などに取り組んできました。 

　病院現場の追加改修要望を踏まえ、稼働時期を令

和６年２月から８月に変更し、８月から本稼働させ

たところであります。 

　昨年以降、テスト版を稼働する中で、病院現場の

要望等を踏まえ、稼働時期を変更して、さらなる追

加改修を行うこととしたため、令和５年度の追加改

修に加え令和６年度の追加改修を行い、本稼働をす

ることにいたしました。そのため、昨年度の情報連

携テスト、また、今年度の稼働前の勤務実績の集計

及び情報連携テストの際には、確認できなかったプ

ログラムエラーが本稼働後に確認されたものと考え

ております。 

○山里将雄委員　そこなんですよね。令和４年から

その前の準備段階から始めているわけですから、そ

の対応の仕方ですね。計画してシステムを構築して

いくその過程といいますかね。これ今おっしゃって

いましたけれども、その４つの契約を合わせて、保

守まで含めると２億円近い予算が使われているんで

すね。こういった大きな事業ですので、その過程で

何らかの問題がなかったのかというふうに思うんで

すね。今回のシステムトラブル、当初の仕方、これ

は問題ではあったということが考えられるんですけ

れども、病院事業局として、これしっかりと何が問

題だったのか明らかにしなくてはならないというふ

うに思っているんですけれども、その上で再発防止

とかの取組が当然ながら必要となってきます。その

辺についてお考えをお聞かせください。 

○平田いずみ総務企画課病院総務事務センター所長

　令和４年当時の契約締結に関する監査委員からの

指摘を受けております。こちらにつきましては、決

裁者を含む担当職員の法令等に対する理解不足及び

局内のチェック体制の不備が主な要因であったと考

えております。 

　病院総務事務センターにおいては、令和５年度以

降は再発防止の取組として、法令等に基づく適正な

事務処理を行うとともに、チェック体制の整備等、
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適切な運用を図っているところでございます。また、

追加改修に至る経緯を振り返りますと、本来はシス

テムの事前の検討段階を含め、病院現場との意思疎

通をより丁寧に行う必要があったものと考えており

ます。 

　今後も引き続き、法令等に基づく適正な事務処理

を行うとともに、病院現場との意見交換をより綿密

に行いつつ、適正な予算執行に努めてまいりたいと

思っております。 

○山里将雄委員　ぜひお願いします。 

　この件については、一般質問等々でも取上げられ

ていましたけれども、さっきから言っているように、

開発当初から何がしかの問題が生じていたのではな

いかと。結果としてこういうことが生じているんじゃ

ないかという見方があります。この使った予算を無

駄にしないようにですね、今後しっかりとこのシス

テムの運用をしていっていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いします。 

　この件については以上とします。 

　それでは、保健医療介護部に一つだけ聞きますけ

れども、これは主要事業のほうから、178ページです。 

　今出していますけれども、特定技能１号外国人マッ

チング支援事業ですね。これ令和５年度の新規の事

業になっているんですけれども。この件ちょっと確

認したいなと思って、聞きたいと思います。まず、

この事業の概要について教えていただけますか。 

○七條優子高齢者介護課長　お答えいたします。 

　この事業は、介護施設等々、特定技能１号外国人

材の就労希望者とのマッチング支援や、介護施設等

への受入れに向けた支援を委託し、実施する事業と

なっております。 

　以上です。 

○山里将雄委員　そうなんですね。これ2018年の改

正入国管理法による在留資格ですね、特定技能とい

う在留資格が新たに設けられて、2019年から受入れ

を開始しているということだと思います。この特定

技能は１号と２号があるんですね。２号のほうは、

より高度な技能を持つものとなっているんですけれ

ども、なぜこの１号だけがマッチングの事業の対象

となっているんでしょうか。 

○七條優子高齢者介護課長　お答えいたします。 

　特定技能には１号と２号がございますけれども、

１号は16分野、２号は11分野の職種が設定されてお

ります。介護は１号のみに設定されておりますので、

本事業においては特定技能１号だけを対象としてお

ります。 

　なお、特定技能１号、２号の制度の大きな違いと

しましては、介護が属する１号は、在留期限が最長

５年に対して、２号については、在留期限の更新に

上限はありません。しかし、介護につきましては、

在留期間の更新の上限がない在留資格の介護がござ

いますので、その移行先があることから、２号の対

象外とされております。 

　以上でございます。 

○山里将雄委員　分かりました。 

　１号だけなんですね。下のほうの事業内容のほう

に、就労希望者のマッチング、これ17名行ったとい

うふうになっているんですけれど、何人ぐらいこの

１号の希望者がいて、その中の17名なのか。何人が

希望してきたんですか。 

○七條優子高齢者介護課長　本事業では、まず、介

護施設等が外国人材の採用を希望した場合に、当該

施設を希望する外国人材とのマッチングをスキーム

として行っておりますので、例えば、沖縄県への就

労希望者数については把握しておりませんけれども、

当該受託事業者においてはインドネシア、フィリピ

ン、ネパール、スリランカ等で、常時150名ほど育成

していると聞いております。令和５年度におきまし

ては、採用を希望した施設は８施設ございまして、

１施設が採用を見送ったという事情がございますけ

れども、それを除きまして７施設で合計17名のマッ

チングが成立しております。 

　以上でございます。 

○山里将雄委員　これを聞いたのは、これは介護事

業、いわゆる介護従事者といいますかね、職員は日

本国全部そうですけれど、沖縄も相当不足している

んですよね。介護事業者は、職員がなかなか集まら

ないということで、その確保に非常に四苦八苦して

いる状況があるわけですよ。これ技能実習制度とい

うのがありますよね。それでも、この技能実習制度

が始まった頃に、介護の受入れができるようになっ

たはずです。ですから、それに対する期待も非常に

大きかったんですよね。その後、この特定１号がで

きて、ますますそれで介護業界としてはその受入れ

に積極的になるのかなというふうに思っていたのが、

ここに書いてあるように介護施設等の数が少ないと

いうふうになっている。これがちょっと疑問で、な

ぜなんだろうと思ったわけですよ。 

　そもそも、この技能実習のほうの介護の受入れと

いうのは、これは皆さんの担当ではないですかね。 

　分かりましたらお答えください。その技能実習と

いうのはまだあるんでしょうか、その制度として、
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介護の部分です。分かりませんか。 

○七條優子高齢者介護課長　制度としては、現在も

ございます。 

　以上です。 

○山里将雄委員　ですから、その技能実習だったり、

この特定１号だったり、国内の介護の職員を補うた

めに、非常に大きな力になると思うんですけれども。

なぜ、希望する介護施設等が少ないということになっ

ているんですか。なぜだとお思いですか。 

○七條優子高齢者介護課長　お答えいたします。 

　採用を希望する施設が少ない理由としましては、

介護施設等の経営者や介護従事者において、外国人

材に関する情報不足等により、就労後の不安がある

のではないかと考えております。また、外国人材の

採用に当たりましては、採用権限を持つ施設の経営

者の理解が不可欠でございますけれども、採用担当

者は外国人材を確保したい意向があっても、経営者

のほうは日本人を採用したいということで、マッチ

ング希望に至らないと聞いております。 

　以上でございます。 

○山里将雄委員　そうなんですね。ちょっと意外で

すね。確かに介護は直接、いわゆる御老人といいま

すかね、高齢者の方と接しますから、言葉の壁とい

うのはどうしてもあると。技能実習制度でも最初、

受入れができるようになったときも、その壁がやっ

ぱりかなり問題になっていたんですね。この特定１号

でも、やっぱりそういうことなんでしょうかね。 

　ただ、先ほど言ったとおり、今、介護人材は相当

不足していますので、やはりこれは大きな人材確保

のための力になると思いますので、ぜひ県としては

しっかりとそのマッチングを進めていただいて、そ

れは介護事業者にきちんと説明しながら、県内の介

護施設の安定につなげていっていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

　以上です。 

○新垣新委員長　松下美智子委員。 

○松下美智子委員　保健医療介護部の皆様、また病

院事業局の皆様、おはようございます。 

　人の命と尊厳に関わる大切な事業への取組、御苦

労さまでございます。少し質疑をさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。 

　まず、主要施策の（１）の介護予防市町村支援事

業、173ページ。 

　米須委員のほうからも質疑があったんですけれど

も、１点だけお伺いしたいと思います。 

　事業が開始をされて、令和５年は５年目になって

いるんですが、このアドバイザリー派遣、26市町村

というふうになっているんですが、これはどのよう

にして、この市町村を決められているのか。先方か

らの要望なのか、ちょっとその辺の説明をお願いし

たいと思います。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　県のほうから、このアドバイザリー事業について

の説明会を市町村に実施をしているところですが、

市町村から専門職の派遣依頼や、相談依頼などの依

頼を受けて、職員を派遣しているというような流れ

になります。 

○松下美智子委員　５年がたちますので、一応41市

町村は全部、一度は終わられているというか、要望

があるという理解でよろしいですか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　市町村によっては、役場のほうに理学療法士であ

りますとか、専門職の配置をしているところもあり

ますので、独自でそういった専門職が活動している

市町村からは、あまり派遣依頼はないというような

状況もございます。 

　以上です。 

○松下美智子委員　そういう理由なら大丈夫なんで

すけれど、県全体を見られて41市町村、こういう支

援があるので、行き渡っているという理解でよろし

いですか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　おおむね市町村からの御要望にはお答えできてい

るというふうに考えておりますけれども、派遣依頼

がない市町村につきましては、どういう理由で派遣

依頼が、御要望がないのかというところは、県とし

ても把握して必要な支援を行っていきたいと考えて

おります。 

○松下美智子委員　介護認定に至らない高齢者の方

の介護予防等に地域包括支援センター、結構若い職

員の方が多くて一生懸命頑張られていますので、ぜ

ひ全体を見ていただいて、そういうもし派遣事業を

受けておられないところがあるようでしたら、県と

してもしっかり支援をしていただきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

　続きまして、（３）の176ページ、介護支援専門員

資質向上事業について質疑させていただきます。 

　介護支援専門員の資質向上という、大変すばらし

い事業に取り組んでいただいているんですけれども、
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課題の中に法定研修の質的改善や、講師等を担う指

導者層の育成を図る必要があるというふうに書かれ

ております。 

　これについて、どのように図っていかれるのかを

伺いたいと思います。 

○七條優子高齢者介護課長　お答えいたします。 

　質の向上のために、フォローアップ対象としまし

てケアマネを対象にキャリアアップですね――保健

福祉、介護サービス分野に従事する中堅職員及び再

就職を希望するものを対象に、そういったキャリア

アップの研修を個別に実施しております。 

○松下美智子委員　5400万円もかけて取り組んでい

ただいている事業で、とても大切な資質向上の事業

かと思うんですが、課題のところにそれを教える側

の法定研修の質的改善や講師を担う指導者の育成を

図る必要があるということで、そこをどのように今

後図っていかれるのかということを伺っているんで

すが……。 

○七條優子高齢者介護課長　お答えいたします。 

　先ほど申しましたフォローアップ研修を、この指

導者になる方を育てるために、対象として行ってい

る研修でございます。 

○松下美智子委員　ごめんなさい、じゃ、課題とし

てこの法定研修の質的改善とか、講師等を担う指導

者層の育成を図る必要があるので、それに取り組ん

でいるということでよろしいんですか。 

○七條優子高齢者介護課長　お答えいたします。 

　先ほどのものは法定研修ですけれども、それとは

別に、主任ケアマネの資質向上のためのフォローアッ

プ研修を実施しております。講師となる方を育成す

るために、主任ケアマネに対して、さらに法定研修

とは別に研修を行っているものでございます。 

○松下美智子委員　それだと効果のほうかなと思う

んですが、課題に挙げられているので、これの課題

があるのかなと思って伺っているんですけれど。そ

の育成を図っている、というのは効果のほうかなと

思うんですけれど……。 

○七條優子高齢者介護課長　講師を担う指導者層の

育成ということで、主に主任ケアマネ等を対象に、

フォローアップ研修ですね。その資質向上をする育

成のためにやっているのが、先ほど御説明したフォ

ローアップ研修となっております。 

○松下美智子委員　分かりました。 

　すみません、次に行かせていただきます。 

　（４）の介護役職者向けマネジメント研修事業、

177ページをお願いします。 

　事業内容のところで、各種セミナーを７回開催し

て259人受講とあります。また、下のほうにも、各種

セミナーを６回開催して77人受講とあります。１回

にすると上のほうは37人ぐらいで、下のが12人ぐら

いになっていて、割と少ない参加になっているよう

に思うんですけれども、どのように取り組んでおら

れるのかお伺いしたいと思います。 

○七條優子高齢者介護課長　こちらの研修は全てオ

ンラインで開催しておりますので、北部、離島を含

めまして、全域から参加はいただいているものと考

えております。 

○松下美智子委員　オンラインだと余計、もう少し

多くの方が参加できるのではないかと思うんですけ

れども、この各種セミナーの取組についてお伺いで

きますか。 

○七條優子高齢化介護課長　この事業は、介護施設

等の経営の安定、人材の定着等を支援するため、県

内の介護施設や事業所の所長等、代表などの役職者

を対象にセミナーを行っております。 

　まず、経営安定に関するセミナーでは、ＩＣＴの

導入、処遇改善加算の取組、ＢＣＰ計画策定などの

テーマで７回開催しております。下のほうの介護人

材の確保及び定着を目的としたセミナーでは、働き

がいのある職場づくり、人事評価制度、外国人雇用

などのテーマで６回開催しております。 

○松下美智子委員　とてもすばらしい事業だと思う

ので、私はちょっと少ないのかなと思って、この主

要施策を見せていただいたんですけれども、継続を

されているので、必要な方々はオンラインできちん

と受けられているというふうに理解していいんです

か。 

○七條優子高齢化介護課長　マネジメント研修のセ

ミナーのテーマにつきましては、事業所等からの希

望を踏まえてテーマを設定しておりますので、今度

も必要なテーマが何か聞き取りをしながら求めてい

るテーマを設定して、引き続きオンラインで開催し

たいと思っているんですけれども、委員おっしゃる

ように、確かにもう少し参加者が増えるように、も

う少し働きかけ、いい方法がないか検討したいと考

えております。 

　以上です。 

○松下美智子委員　すばらしい事業ですので、周知

をもう少し工夫していただいて、参加者が増えるよ

うな取組を期待したいと思います。 

　続きまして、（６）、179ページ、老人福祉施設整備

事業について質疑させていただきます。 
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　執行率が１％ということで、これに関しては上の

広域型特別養護老人ホーム改築整備のほうでゼロと

いうふうになっていて、ちょっと効果のところで台

風により被災した特別養護老人ホームの災害復旧事

業に要する費用を補助することによって、入所者の

福祉の確保が図られたということで、これは下の広

域型特別養護老人ホームの災害復旧に関しては、令

和５年度でしっかりやっていただいたということだ

と思うんですが、上のほうは次年度以降に整備する

方向でというふうにありますので、これは令和６年

に完了したという理解でよろしいでしょうか。 

○七條優子高齢化介護課長　令和５年度に、当初、

中部圏域１施設、南部圏域で１施設、八重山圏域で

１施設の計画がございましたけれども、まず、中部

圏域１施設につきましては老朽化による改築を予定

するものになっております。こちらの理由としまし

ては、開発許可申請の手続に時間を要しましたので

年度内に工事を着工できなかったものですけれども、

今年度、工事に着工いたしまして整備を進めており

ます。こちらは２年計画ですので、令和７年度末ま

でに完成予定となっております。 

　次に、南部圏域１施設につきましては、整備法人

において用地取得が難航したことによって取下げに

なったものでございます。こちらにつきましては、

現在、公募を行っておりまして、今年度中に整備法

人を決定する予定となっております。 

　最後に、八重山圏域１施設につきましては、整備

法人の資金計画の見直しにより整備が遅れておりま

す。現在、整備に向けて、整備法人、関係団体と調

整を行っている予定で、こちらはちょっと今、調整

中で、完成がいつ頃というのはめどが立っていない

状況です。 

　以上でございます。 

○松下美智子委員　中部圏域のほうは進められてい

るということで、それ以外の南部圏域と八重山圏域、

やっぱり改築が必要ということで予算立てをされた

と思うんですけれども、災害があったときに心配な

んですが、この改築は老朽化とかというあれではな

いんですかね。病床を増やすという方向の改築なの

か、ちょっと確認をさせてください。 

○七條優子高齢化介護課長　南部圏域と八重山圏域

における整備につきましては、創設の予定でござい

ます。新しく造る施設になっております。 

　以上でございます。 

○松下美智子委員　分かりました。 

　では、進めていただければと思います。よろしく

お願いします。 

　続きまして、（７）の180ページ、介護基盤整備等

基金事業です。 

　主要施策のほうに、それぞれ事業内容と計画と実

績が載っておりますが、計画に対して、それぞれ数

が少ない実績になっている理由をお伺いしたいと思

います。 

○七條優子高齢化介護課長　計画のほうは22か所ご

ざいまして、実績のほうが11か所になっております

ので、11か所が未整備の状況となっております。 

　こちらの11か所のうち、認知症高齢者グループホー

ム等４か所につきましては、台風等の影響、あと磁

気探査に時間を要したこと等により工期の遅れが生

じたため、令和６年度に予算を繰り越し、整備を進

めているところでございます。 

　地域密着型特別養護老人ホーム等５か所について、

こちらは複合施設で１法人が整備する予定になって

いるものですけれども、法人の資金計画の直しによ

り、整備を令和６年度に延期したものになっており

ます。現在、整備に向け、自治体と調整を行ってい

るところでございます。 

　残り２施設、介護職員の宿舎の整備と認知症グルー

プホームにつきましては、整備法人のほうで資金計

画の見直しを行いまして、整備及び取下げになって

おります。 

　以上でございます。 

○松下美智子委員　分かりました。 

　それでは、（９）の若年性認知症対策推進事業、

183ページ、質疑させていただきます。 

　この事業の内容の説明をお願いしたいと思います。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　若年性認知症対

策事業では、若年性認知症支援コーディネーターの

配置による相談窓口を設置しまして、御本人や御家

族、そして若年性認知症の御本人が勤務する企業な

どからの相談の対応などを行っております。また、

若年性認知症の支援ネットワーク構築ということで、

関係機関とのネットワーク会議の開催でありますと

か、若年性認知症御本人やその御家族の交流の場と

して認知症カフェの運営などを行っております。 

　以上です。 

○松下美智子委員　この若年性認知症、かなり世間

でも認知をされてきて、私たちも知っているところ

がとても大事だと思っているんですが、今おっしゃっ

た相談窓口が設置１か所というのは、県内で１か所

で、相談に関わっている人が１名ということの理解

でよろしいんでしょうか。 
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○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　現在、相談窓口は宜野湾市に１か所設置をしてお

ります。コーディネーターにつきましては、令和５年

度までは１名体制で相談を行っておりますが、令和

６年度からは２名体制に拡充して、今、活動してい

るところです。 

　以上です。 

○松下美智子委員　ちなみにこの令和５年度の窓口

での若年性認知症の方の相談件数というのは、分か

りますでしょうか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　大変申し訳ござ

いません、今、手元にちょっと相談件数の数字があ

りませんので、また改めて提供させていただきたい

と思います。 

○松下美智子委員　ぜひよろしくお願いいたします。 

　もし後日というのであれば、令和５年と令和６年

のものをいただければと思います。よろしくお願い

いたします。大切な事業ですので、どうぞよろしく

お願いいたします。 

　続きまして、14番、189ページ、沖縄県ワクチン接

種促進事業について質疑させていただきます。 

　この事業、執行率が0.2％ということで、かなり低

い執行率になっている理由をお伺いします。 

○平良勝也感染症対策課長　お答えいたします。 

　本事業は、市町村における新型コロナワクチン接

種業務を補完し、県民への接種機会を提供するため、

大規模接種会場として令和３年度から県広域接種セ

ンターの常設会場を３か所設置して実施してきたも

のです。 

　令和５年度においても、常設会場を設置するため

の予算を編成しておりましたが、令和５年３月に国

の方針として、コロナの特例臨時接種は１年間延長

するものの、令和５年度からは大規模接種会場では

なくて、医療機関の個別接種を中心とする体制へ移

行するというふうな考え方が示されました。 

　これを踏まえて、県としましても大規模接種会場

の設置を見送るとともに減額補正をしておりました

が、年度末の駆け込み需要、それから新型コロナウ

イルスの感染症の感染拡大による医療機関での接種

体制が逼迫する可能性を想定して、若干予算を確保

しておりましたけれども、そういった混乱もなく、

結果として医療機関での個別接種が円滑に行われた

ことから不用が生じたものだということでございま

す。 

○松下美智子委員　分かりました、理解いたしまし

た。 

　それでは最後に、35番の217ページ、がん検診充実

強化促進事業についてお伺いします。 

　こちらの中にある実績の中で、罹患率、受療率、

生存率の数字がありましたら教えていただきたいと

思います。 

○伊野波和子健康長寿課長　お答えいたします。 

　まず、罹患率につきましては、全国がん登録罹患

数・率報告による沖縄県の令和２年、全部位の人口

10万対、年齢調整罹患率の状況を申し上げます。 

　男性は373.4、女性は314.5となっております。そ

の中で、部位別で罹患率の高いのは男性では、大腸、

前立腺、肺の順となっております。女性では、乳房、

大腸、子宮の順となっております。また、人口10万

対の受療率につきましては、厚労省が実施します患

者調査による沖縄県の令和２年の状況は、入院65、

外来110となっております。 

　続きまして、生存率につきましては、国立がん研

究センター公表の2009年から2011年生存率報告によ

るがんの全部位の５年相対生存率では、沖縄県では

63.2％となっております。 

　以上でございます。 

○松下美智子委員　分かりました。ありがとうござ

います。 

　今、御報告いただいたんですけれども、課題のと

ころに、この要精密検査未受診者について、しっか

り取り組む必要があるということを書かれているん

ですけれども、これの数字が分かりましたらお願い

いたします。 

○伊野波和子健康長寿課長　お答えいたします。 

　国民生活基礎調査、令和４年度におけるがん検診

受診率の沖縄県の状況といたしまして、５つのがん

について申し上げます。 

　胃がんは47.6％、大腸がん38.4％、肺がん44.5％、

乳がん48.8％、子宮頸がん45.3％となっております。

また、要精密検査未受診者数は、令和３年度の実績

でございますが、肺がん122人、胃がん233人、大腸

がん559人、乳がん88人、子宮頸がん118人の方が要

精密検査未受診となっております。 

　以上でございます。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、執行部から先ほどの松下委員の

　　　　質疑に対して答弁の申出があり、委員長が

　　　　許可した。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　先ほど、松下委
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員から御質問いただきました、若年性認知症の令和

５年の相談件数につきましては、2209件となってお

ります。 

　以上です。 

○新垣新委員長　西銘純恵委員。 

○西銘純恵委員　お疲れさまです、お願いします。 

　最初に、保健医療介護部、179ページ。 

　特別養護老人ホーム、先ほども質疑ありましたけ

れども、実績を聞きました。南部のほうの計画につ

いて用地取得の関係でと言われたんですけれど、こ

の南部での計画は、令和６年度、次年度に向けて浦

添市の計画で用地取得ができなかったということで

すが、どうなっていますか。 

○七條優子高齢化介護課長　お答えいたします。 

　第８期の沖縄県高齢者保健福祉計画においては、

浦添市に特別養護老人ホーム70床を整備することと

しておりましたけれども、令和６年度から令和８年

度末までの第９期計画におきましては、那覇市及び

浦添市のサービス見込み量を基に、南部圏域に特別

養護老人ホーム100床を整備することとしておりま

す。そのため、現在、那覇市もしくは浦添市のいず

れかに整備するため公募を行っておりまして、今年

度中に整備法人を決定する予定となっております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　今年度中に整備法人といいますと、

今年度中に地域を特定して、契約、募集をかけると

いうことになるんですか。 

○七條優子高齢化介護課長　現在、計画に基づきま

して、浦添市あるいは那覇市ということで、10床公

募中でございます。それに応募がありました法人に

対して審査を行って決定していくことになります。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　法人特定するのは、いつになるの

ですか、公募中と言われたので。 

○七條優子高齢化介護課長　公募のスケジュールが

11月25日まで行っておりますので、12月下旬に選定

委員会を開催しまして、１月上旬に整備法人を決定、

公表しまして、年度内に沖縄県社会福祉審議会に諮

ることを予定しております。 

○西銘純恵委員　南部地域、浦添、特に特養ホーム

が足りないということですが、現時点で入所待ち、

待機者は何名ですか。 

○七條優子高齢化介護課長　お答えいたします。 

　令和５年度時点で、県全体の待機者は826人となっ

ております。内訳のほうは、今ちょっと数字を持っ

ていませんので、分かりません。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　826人、やはり増えていっていると

思いますから、施設整備計画、ぜひ待機なしに早く

できるように計画を立てて――９期までと言ったん

ですけれど、ちょっと計画が弱いのかなという気も

しますので、よろしくお願いします。 

　それでは、183ページの若年性認知症のところをお

尋ねします。若年性認知症の説明をお願いします、

年齢ですね。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　認知症は一般的に高齢者に多い疾患でございます

が、65歳未満で発症した場合は若年性認知症とされ

ます。若年性認知症の原因疾患としましては、アル

ツハイマー型認知症の割合が多く、約半数を占めて

おります。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　10代未満でも若年性認知症ってい

るんですか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　私が聞いた範囲

でございますが、30代後半で若年性認知症を発症さ

れたというお話は聞いたことがありまして、それも

かなりまれなケースというふうにお伺いをしたとこ

ろです。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　推計で、この若年性認知症の方、

沖縄県内は何人ほどいるか分かりますか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　県が実施をしました調査によりますと、令和５年

度末時点における40歳から64歳の要介護、要支援認

定者に占める何らかの支援が必要とされた若年性認

知症の方の人数は1017人となっております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　重症であれば、認知症カフェとか

就労は難しいでしょう。でも、働き盛りの皆さんが、

そういう発症をしたときに、やっぱり仕事を継続す

るというところで、この就労の支援ってとても重要

じゃないかなと、生活を維持するということでは、

これについてはどんな取組をやっていますか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　若年性認知症の方におかれましては、現役で働い

ていらっしゃる方も多いことから、御指摘のように

就労に対する支援が重要と考えております。仕事を

退職されてしまう前に、若年性認知症相談窓口のほ
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うにつながることで、コーディネーターが御本人の

勤務先に同行して、残された能力でありますとか、

経験を活用して仕事を継続する方法などを御本人、

御家族、勤務先などと一緒に検討するなどの支援も

行っているところです。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　先ほどは1017人、64歳までいると。

職場にコーディネーターが同行して、職場の理解を

得て、この人ができる仕事を継続してできないかと

いう、そういうとても大事な仕事だと思うんですね。

コーディネーターを２人にしたということですが、

相談件数とか言えば、年齢も見て、まだ足りないん

じゃないですか。増やす計画はありますか。それと

も、１か所じゃなくてほかにもそういう場所、相談

窓口をつくって、もっとコーディネーターを増やす

必要があると思うんですが、いかがですか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えします。 

　現在は宜野湾市に相談窓口を１か所設置しまして、

コーディネーターが相談支援を行っております。令

和５年度までは１人体制で相談対応の支援を行って

きたところですが、令和６年度から２名体制に拡充

をしておりますので、相談窓口における実際の支援

の状況なども確認しながら、相談窓口の増設につき

ましても、関係機関といろいろ意見交換をさせてい

ただきながら検討したいと考えております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　令和５年度で1100万円、現年度で

は人件費として上乗せされていると思うんですが、

その予算上の問題で、国からの公費負担というのは

割合的にはどうなるんですか。 

○髙嶺公子地域包括ケア推進課長　お答えいたしま

す。 

　予算につきましては、令和６年度の予算は、令和

５年度の当初予算と同額の1502万4000円を確保して

おります。財源の内訳としては、２分の１の国庫補

助が入っております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　課題で相談窓口１か所というのを

増やしたいとあるんですけれども、窓口を増やし体

制をもっと強化する、そしてこの人数、多いと思う

んですね、1000名を超えているこの相談者というの

が。まだつながっていないというのもあるでしょう

から、やっぱりここはとても就労との関係で重要じゃ

ないかと思いますので、ぜひ２分の１の国庫補助と

いうことですが、部長、増やしていくということ大

事だと思うんですが、いかがでしょうか。 

○糸数公保健医療介護部長　沖縄県のほうでは、若

年性認知症の方を大使に任命したりとか、あるいは

シンポジウムを行って、いろんなこういう疾患があ

るということを、かかる可能性があるということを

周知をするとともに、今お話しになっています窓口

というのを、その相談の状況を見ながら、その他の

医療機関も含めて協力を得ながら、その拡充が必要

であれば検討していきたいと考えています。 

○西銘純恵委員　よろしくお願いします。 

　207ページの薬剤師確保のモデル事業、お尋ねしま

す。 

　事業内容とこれまでの実績をお願いします。 

○中村章弘薬務生活衛生課薬務専門監　お答えしま

す。 

　薬剤師確保対策モデル事業につきましては、県内

への就業を条件としまして、奨学金を借りている方

に対して、返還の助成を行っております。事業の実

績としましては、６年間で延べ209人の薬剤師に対し

――個別でさせていただきますと、平成30年度は補

助実績としては15名で663万7000円、令和元年度は

35名で1483万6000円、令和２年度は40名で1685万

8000円、令和３年度は41名で1704万4000円、令和４年

度は42名で1645万9000円、令和５年度は35名で1616万

円となっております。 

○西銘純恵委員　累計で209人を養成、支援したと。

その皆さんは県内で定着していますか。薬剤師不足

がとても深刻な状況ですが、いかがですか。 

○中村章弘薬務生活衛生課薬務専門監　お答えしま

す。 

　令和５年度に、これまでの平成30年度から令和４年

度までに２年間助成を受けた薬剤師のうち、助成期

間後に沖縄県内で継続して就業している薬剤師につ

きましては、延べ152人中142人ということで93.4％

定着したという結果となっております。 

○西銘純恵委員　効果ある事業ですけれども、県内

在住の皆さんのこの活用状況、本土の皆さんもいる

と思うんですが、割合的にはどうですか。 

○中村章弘薬務生活衛生課薬務専門監　統計としま

して県外、県内というふうな形での分け方はしてい

ないんですけれども、原則としまして県外にいらっ

しゃる方が沖縄県内に移ってきてから助成するとい

うことになっておりまして、もちろん県出身者の薬

剤師の方もいらっしゃれば、県外の薬剤師の方が沖

縄のほうに来て助成を受けているというような状況

もございます。 

　以上です。 
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○西銘純恵委員　病院事業局に行きたいと思います。

最初に、６病院の院長先生の皆さん、御多忙の中を、

今日は１年間の活動報告や成果をお尋ねしたいとい

うことでお呼びしています。 

　本当に令和５年度、今年度も厳しい経営環境だと

いう中で、県民の命や健康を守るというとても重要

な役割を担っている皆さんですが、本当に御出席あ

りがとうございます。早速、病院運営の報告と課題

についてお尋ねしたいと思います。 

○新垣新委員長　久貝忠男北部病院長。 

○久貝忠男北部病院長　北部病院に関しては、医業、

経常という順でその場で述べさせていただきますけ

れど、医業に関しては、令和５年度はマイナス13億

円、経常に関しては３億円。しかし、純損益に関し

てはプラス、黒字です。７億6000万円。これは理由

がありまして、空床確保料の返納額が3800万円と少

なかったこと。そして、長期前受金戻入という、こ

れは過年度収益損が入っているんですが、それが11億

円プラスになっておりまして、純損益としてプラス。 

　ただし、誤解がないように申し上げるんですけれ

ど、この長期前受金戻入というのは現金を伴わない

ものですので、キャッシュとしてあるわけではない

ということで、あと、トータルで内部留保金として

は、現在31億円ぐらいあるんですが、結論として令

和５年度は、北部病院に関しては決算はおおむね良

好ということです。 

　以上です。 

○新垣新委員長　続きまして、玉城和光中部病院長。 

○玉城和光中部病院長　令和５年度の成果と課題に

ついてという御質問ですけれども、令和５年度につ

きましては、依然として新興感染症の影響が残って

いるものの、前年度より流行規模が小さかったため、

病床確保や診療制限などの影響が減り、入院患者の

受入れが増加しております。 

　外来では、内科は救急受診者が減少した一方、高

額薬剤を使用する外来化学療法とか、あとは放射線

治療が増え、高単価の医療が増加しております。 

　事業費用につきましても、人件費や物価の向上に

伴い増加傾向となっておりまして、さらなる収益の

確保が必要であろうという形で見ております。 

　また、ハード面の問題につきましては、建物の狭

隘化で機能拡張を繰り返す中で事あるごとに空間・

面積の確保に加えて、建屋性能や電源容量などの恒

常的な問題がございます。また、南棟の耐震基準も、

御存じのように満たしておらず補強工事が必要にな

りますけれども、工事中は入院患者の受入れ等とか

困難が予想されております。 

　また、ソフト面に関しては、職員定数配置が十分

ではなく、欠員や休職者もいて職員に過剰な負担が

生じている状況でございます。安定的な人員配置が

必要と考えております。今、どういう経営改革をやっ

ているかといいますと、新規施設基準の取得で収益

を確保しようと考えておりまして、急性期病院とし

ての役割を継続して果たしていけるようにしていき

たいと考えております。 

　病院経営にとりましても厳しい情勢の中で、質の

高い医療の提供による診療単価の向上を目標に収支

改善に努めていこうというふうに考えている次第で

ございます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　続きまして、福里吉充南部医療セ

ンター・こども医療センター院長。 

○福里吉充南部医療センター・こども医療センター

院長　お答えします。 

　当院は、こども病院を併設した子どもと大人の総

合医療センターで、救命救急センター、それから脳

卒中センターを持ち、高度多機能病院として子ども

から大人まで幅広い疾患の診療を行っています。県

内唯一のこども病院であり、先天性の心疾患の根治

治療を含む小児の重症患者の診療を行っています。 

　それに加えて、小児救急医療においては、当院が

小児救急医療の最後のとりでという気構えで小児部

門全員で診療に当たり、県民のニーズに応えており

ます。同時に、宮古や八重山、北部などの医療機関

へ定期的に小児科医の応援を送るなど、離島での小

児科医の負担軽減に努めております。また、当院は

県内８か所で附属の離島診療所を持っており、それ

らの診療所へ安定的な医師の派遣を行うことで、島

民の健康管理、維持に努力しております。 

　当院の令和５年度の取組としては、ＳＣＵ――ス

トロークケアユニットをそれまでの３床から６床へ

増床したこと。それから、ハイブリッド手術室を新

設したことなどがあります。これらの取組によって、

救命救急医療を担う高度多機能病院として、医療提

供体制をより充実することができました。 

　今後の当院の課題としては、医師の働き方改革を

どのように進めていくかということ、医師、看護師、

薬剤師不足などにどのように対処していくかという

こと、一次救急患者が逼迫する中、重症患者の診療

につながる救命救急医療をどのようにして継続して

いくかということ、コロナ禍が収束した現在、どう

やって入院患者を増やしていくかということ、それ
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から最後に、物価高騰、人件費増大などによる医業

費用の増加にどのように対応していくかということ

などであります。 

　以上、いろいろ課題はありますが、これまで同様、

職員一丸となって取り組んでいきたいと思っており

ます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　続きまして、川満博昭宮古病院長。 

○川満博昭宮古病院長　令和５年度の宮古病院の状

況に関してですが、宮古病院では令和５年度、入院

患者延べ数が７万8303人、外来患者延べ数が10万

6980人と診療してまいりました。これは宮古在住の

人の入院患者総数の約70％が宮古病院で入院して治

療しています。そのほか、救急受診等は１年間で１万

4158人、救急車搬送件数は2811件ということで、宮

古島全体の70％の救急車を受けています。手術等も

一般外科463件、整形外科450件、産婦人科184件等で

全体の手術件数は1737件です。また、産婦人科では

分娩数が、正常分娩が77件、異常分娩つまり帝王切

開が96件で、合わせて173件。 

　宮古病院は宮古圏域で唯一、緊急手術と重大な疾

患に対して対応できる病院として、令和５年度頑張っ

てきたと考えています。 

　しかしながら、令和５年度でも、５月から新型コ

ロナウイルス感染症が５類移行となりましたが、実

際には病気は変わっていないために、行政サポート

が縮小されたにもかかわらず、当院を取り巻くコロ

ナの状況は前年度と変わりなく患者さんを多数受け

入れる状況が続きまして、これに対応するために、

運営、経営面に対して非常に厳しい状況がありまし

た。特に、医療者の疲弊は顕著で、離島の病院では

職員も罹患するので、職員の出勤停止等も発生しま

す。また、院内感染等もありまして、そこでもまた

人員がちょっと制限されています。このような中で、

特に看護職では非常に厳しい勤務体制がしかれまし

て、疲弊する者が続出して約30人が離職しました。

宮古病院の看護職は約300人なんですが、10％が離職

するというような事態が、令和５年後は非常に厳し

い状況がありました。 

　そのために、先ほど述べたとおり頑張って診療は

してはいるんですが、それによって診療制限をせざ

るを得ず、それによって手術なども縮小せざるを得

ない状況が起きました。 

　そういったこともありまして、病院経営のほうも、

約21億円の医業損益と、あと経常損益に関しても９億

1453万9000円というような状況で、経営も非常に厳

しい状況がありました。それで課題としては、やは

り離島で診療を継続していくということが、非常に

重要だと考えています。特に、離島における病院職

員の安定的な確保、あと病院経営をより改善して黒

字を目指していくということが重要と考えています。 

　それに関しまして、昨年度から今年度にかけて、

より経営全般を見直すためにバランストスコアカー

ドといったような方法を導入しまして、組織マネジ

メントに取り組んでいます。病院全体で目標とする

未来像を検討して、新たに宮古病院のビジョンを定

め、それの達成に向けた経営戦略によって経営改善

に取り組んでいます。今年度はそういうことで、病

院事業局とも協力しまして、病院経営を改善させて

いきたいと考えています。 

　以上です。 

○新垣新委員長　続きまして、和氣亨八重山病院長。 

○和氣亨八重山病院長　八重山病院のほうは、入院

の患者数は、コロナ前には及びませんけれども、昨

年よりも少しずつ増えてきています。 

　ただ一方で、昨年10月のコロナへの補助金の制度

の改正がありましたので、入院収益という面では減

収になってしまいました。 

　しかしながら、外来のほうでは通院患者は順調に

増えてきており、外来の収益もまた増えてきていま

すので、外来患者が増えてくれば、後を追うように

入院の患者もだんだん増えてくるだろうというふう

には考えています。 

　一方で、八重山医療圏の患者が、沖縄本島で入院

治療を受けているということも聞いております。地

元で受けられる医療の幅を広げること、それから、

地元の方に信頼される病院であることが入院患者の

増加、結果的には収益の増加につながると考えてお

りますので、今後、第三者機関による病院機能評価

を受けて、診療の質の向上を図り、住民からの信頼

を高めていく予定です。 

　また、コロナで中断されていた地域住民への働き

かけも、今後、市民公開講座や地元の新聞やローカ

ルのＦＭ局を利用して、健康講話や病院の紹介といっ

た形で、市民にアピールしていく計画が進行中です。

　また、八重山病院は地域の中核病院でありながら、

まだ紹介受診重点医療機関や地域医療支援病院と

いった資格認定を受けていません。この認定を受け

るためには、地域医療機関からの紹介率が一定数以

上あることが条件なので、今後、当院では紹介率アッ

プの方策として、地区医師会と定期的な勉強会を開

催して交流を図り、また、来年の４月から、選定療
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養費を増額して、地域の方々にはまず地域医療機関

を受診してから、紹介状を持参して八重山病院を受

診していただくというふうに誘導することを考えて

おります。 

　これら収益の増を図ることと並行して、費用の縮

減についても取り組んでおり、具体的には、診療材

料の物品管理を外部機関に委託して効率化、それか

ら購入費用の低廉化を図っているところです。 

　そのほか、八重山特有ではありますけれど、医師、

看護師を初めとする職員の確保、それから附属診療

所の老朽化、あと、職員住宅の確保、ヘリポートの

建設地問題など、八重山病院ならではの課題も山積

しておりますが、病院事業局、保健医療介護部と協

働して、今後も引き続き取り組んでまいります。 

　以上です。 

○新垣新委員長　最後に、屋良一夫精和病院長。 

○屋良一夫精和病院長　当院についてですけれども、

令和５年度は約３年間続いた新型コロナウイルス感

染症専用病棟を９月末で閉鎖して、一般病棟として

運用を再開しました。これまで３病棟だったのが、

一般病棟４病棟となったことで、入院患者数は令和

４年度と比較して3046人増加、入院収益は3371万円

増加、外来についてはデイケア、歯科診療、歯科外

来診療患者数の増加により、令和４年度と比較して

1395人増加、外来収益は3807万円増加となり、令和

４年度に比べてわずかに増加はしております。 

　収益確保のために、入院収益に関しては、診療単

価の高い急性期病棟の効率的な運用、再開した一般

病棟への患者の受入れなどに取り組んで、また、外

来収益に関しては地域移行の推進により、デイケア

の新規患者獲得、訪問看護の増加に取り組んでおり

ます。また、令和３年度から歯科医師が常勤し、障

害者歯科治療も対応しております。 

　令和５年度は、入院、外来ともに収益増となりま

したが、給与費や経費の増加も多く、医業費用は

4274万円増となりました。今後も、人件費や物価高

騰による医業費用の増加は続くと見込まれ、さらな

る収益確保が課題となってきます。 

　また、医療従事者の安定確保に関しても問題があ

りまして、現在、医師の現員は定数よりも１人少な

い、９名のところが１名欠員で、働き方改革におけ

る医師の長時間労働縮減に向けた勤務体制の確立に

も、医師の安定的確保は重要な課題であり、また、

国の施策である精神障害者の地域移行、地域定着を

推進するためには、コメディカルである精神保健福

祉士、作業療法士、心理士などの医師以外のスタッ

フの安定確保も重要となってまいります。 

　あと、また、当院は築38年を経過して、施設や機

器整備の老朽化が著しく、施設整備費、修繕費など

で対応しておりますが、予算に限りがあり、対応が

追いつかない状況であります。耐用年数や新興感染

症を含む今後の医療ニーズに対応するために、また、

身体合併症を持つ精神疾患患者に迅速に対応できる

医療施設の開設が急務であると考えておりまして、

そのためには、今現在進行中である沖縄県立精和病

院移転・統合基本計画に基づき、具体的な検討を進

めている状況です。医師、看護師の医療技術の維持、

確保を図りながら、医療機能の分化・連携強化を進

めてまいりたいと考えております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　本当に病院長の皆さん、言葉では

もっと説明必要だと思うんですけれど、私たち県議

会で、まだ直接病院に出向いて現場を視察すること

ができなかったので、今日いろいろ課題も含めて頑

張っているところを知ることができて、本当にあり

がとうございます。 

　次に病院事業局にお尋ねします。547ページ、主要

施策ですね。 

　中部病院の将来構想検討業務が、令和５年度に案

を作成したとありますけれども、今年度策定をされ

ていますけれども、簡潔に経過をお伺いします。 

○宮里勉総務企画課長　中部病院の建て替えにつき

ましては、令和５年度から検討委員会を開催しまし

て、最終的には令和６年の９月に基本構想を策定し

ている状況となっております。 

　以上でございます。 

○西銘純恵委員　現地建て替えの懸念事項、出され

ていましたけれども、対応をお尋ねします。 

○宮里勉総務企画課長　お答えいたします。 

　県立中部病院の建て替えに関しましては、これま

で検討委員会等で、御意見等で懸念事項等が出され

ております。 

　それを踏まえまして、病院事業全体の収支の見通

しやヘリポートの設置、現地建て替え工事に伴う影

響等の基礎調査を実施しまして、請願や陳情で示さ

れました懸念事項や要望等について、対応を検討し

てまいりたいと考えているところでございます。 

○西銘純恵委員　本委員会で10月16日に、陳情者と

請願者、現地か、移転かというところで出されてい

て、その参考人をお呼びしていろいろ質疑をしまし

た。参考人質疑の中で、土地の提供など、現地建て

替えにできるだけ協力しますよと、地元自治会長の
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皆さんが協力を惜しまないということを言われまし

た。駐車場とか、工事に至るときもそうかなと思う

んですが、協力できるということに対して、皆さん

どのように考えいていますか。 

○宮里勉総務企画課長　地元自治会のほうから請願

のほうを出されておりますが、同じような内容につ

きまして、病院事業局長のほうにも要請のほうが行

われています。地元からは、現地建て替えのほうで

協力したいというふうなことでございましたので、

そういった現地建て替えに際して、協力したい事項

等が具体的に発生いたしましたら、その都度検討し

ながら御相談していきたいと考えているところでご

ざいます。 

○西銘純恵委員　中部病院、南病棟の早期改築とい

うのが、私は緊急の課題だなと。うるま市長の陳情、

参考人に聞きました。うるま市長の要求というのは、

この緊急課題に応えることができない、無理な要求

だと私は感じました。現地ですね、民間地に鉄塔や

高圧線があるんですよ。張り巡らされているんです

よ。鉄塔を移動するということを言われました、市

長がね。でも、この鉄塔を移動する高圧線の中の20ヘ

クタールのうちの10ヘクタール、病院事業地にして

いいよと言いますけれど、でもそこは122人の所有者

が、民間人なんですよね、地権者が。そこで本当に

鉄塔そのものも撤去じゃないと、救急ヘリ、急患ヘ

リというのがね、その病院の側に入れないと思うん

です、危険だと思うんですよね。そういうことも含

めて阻害物になっているということも感じました。 

　市長のほうに質問をして、都市計画事業の中で、

産業集積地という都市計画を既に計画を決定して、

特区に指定をされたと言われています。そこの中の

半分の用地を病院にしていくと言ったら、それなり

に行政手続というのが、時間も要する手続が出るだ

ろうと思うんですけれど、その変更にかかる期間に

ついては、ちょっとやり取りの中では、年数的なも

のはなかった。でも、区画整理事業については、来

年度、令和７年から10年間かかるということも言わ

れたんですよ。だから、区画整理事業が完成をして、

そこを造成をして、それからどこに病院をつくると

いうところになれば、この病院の移転ということに

なれば、もう十数年以上、この南病棟そのものがそ

のままに放置されるということになると、私は思っ

ています。 

　ですから、この行政手続上の、そういうのを考え

ても、検討委員会でも現在地建設計画されたという

ことですから、そこで早めに懸念事項、調査事項も

丁寧にやっていただいて進めてもらいたいと思うん

ですが、見解を伺います。局長。 

○本竹秀光病院事業局長　ありがとうございます。 

　南棟の耐震化の診断で不適格と言われて、もう10年

を超えていますね。 

　何度も、本議会でも申し上げましたけれども、そ

の都度その都度に病院事業局と、それから中部病院

側でいろいろ検討を行ってきました。 

　私も最後、私の４年間のときに懸念事項としてやっ

たのが、いながらにして耐震化をやっていこうとい

うことをやったんですけれど、これ令和元年ですね。

令和２年に現院長に引継ぎまして、実際、工事の発

注が応札できなかったというところから、一つこの

問題が派生はしているんですけれども、それでもや

はり、その土地に関しては、検討委員会で結果を出

してもらって十分に対応できるということが分かっ

たんですけれども、やはり一番の懸念は、南病棟で

今治療している患者さん、それから働いている職員

の安全を考えると、やっぱりそこが優先であって、

それをどうしていくかということ。 

　それから、先ほど課長からありましたけれども、

やはり最初の検討委員会では収益、いわゆる病院事

業の経営の話をしなかったんですけれども、先ほど

からも、大きな赤字の話を僕はしたんですけれども、

やはりそういうことも考えると、総合的に考えてい

かないといけないということで、それでもやはり南

棟そのものを早く危険性の除去をしないといけない

から、もちろん各県立病院の院長は、本当にそれぞ

れの病院、課題が違いますけれども、経営に頑張っ

ている中で、病院事業局としても、それを基に、中

部病院の将来構想に関しては対応していきたいとい

うふうに思っています。 

　以上です。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、執行部から答弁訂正の申出があ

　　　　り、委員長が許可した。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

○中村章弘薬務生活衛生課薬務専門監　先ほどの西

銘委員からの御質問の中で、薬剤師確保対策モデル

事業についての助成額について、誤りがありました

ので修正させていただきます。 

　平成30年度の助成額が510万8000円、令和元年度が

1214万3000円、令和２年度が1433万5000円、令和３年

度が1440万円、令和４年度が1381万6000円、令和５年

度が1229万8000円で、総額5914万円でございました。 

　おわびして訂正いたします。 
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○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　午後０時26分休憩 

　　　午後１時45分再開 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　午前に引き続き、質疑を行います。 

　平良識子委員。 

○平良識子委員　よろしくお願いいたします。 

　保健医療介護部からお願いいたします。178ページ

の特定技能１号外国人のマッチング支援事業。 

　先ほども山里委員からもありましたけれども、ま

た少し私からも深めさせていただきたいんですけれ

ども、やはり沖縄県においても介護施設におきまし

ても、外国人の介護従事者が非常に重要な大きな労

働力になってきているなというのを感じはしており

ます。今回は、この特定技能１号の外国人の方の就

労ということなんですけれども、実績が17名ありま

したが、そもそも就労希望者の人数については、何

名いらっしゃったのかどうかまずお伺いしたいと思

います。 

○七條優子高齢者介護課長  お答えいたします。 

　本事業では、介護施設等が外国人採用を希望した

際に当該施設を希望する外国人材の希望を募りまし

て、マッチングを行っておりますので沖縄県でマッ

チングを希望している外国人材という数は、把握し

ておりません。 

○平良識子委員  把握していない中での、このマッ

チングが17名というのは、県としては何名対応した

のですか。対応した方については、全員マッチング

できたのか、その辺りはどうなっていますか。 

○七條優子高齢者介護課長  お答えいたします。 

　令和５年度におきましては、希望している施設が

８施設ございました。施設の都合で採用を見送った

という施設が１施設ございますけれども、それ以外

の７施設は全員で合計17名マッチングしております。 

　以上です。 

○平良識子委員  ちょっと角度を変えて、お伺いし

たいと思います。 

　この予算額の積算についてなんですけれども、こ

れは人数に応じて積算をしているのか。どのように

してこの予算額を決定したのかどうかお伺いいたし

ます。 

○七條優子高齢者介護課長  予算のほうは、委託料

になっておりまして、支援の内容としまして、セミ

ナーとか説明会のほかに、希望があればマッチング

して面接を行うということと。決まった後に、外国

人材の支援とか手続とかですね、そういったものを

含めた委託料になっておりますので、一人当たり幾

らという積算ではございませんので、人数が増えて

も委託料が増えるという積算にはなっておりません。 

　以上です。 

○平良識子委員  この事業は、令和５年度の新規事

業となっておりますけれども、参考として令和６年、

今年はどのようにして取り組んでいるのか。１年を

通じてこのマッチング事業をやっているのか。ある

いは、時期を決めてやっているのか。今年はどうい

う状況なのか教えていただけますか。 

○七條優子高齢者介護課長  まず、今年度の事業の

予算につきましては、令和５年度と同じ額で委託料

を予算に計上しております。 

　取組としましては、まずセミナー等を開きまして

説明会等を行いまして、希望があれば面接を行うと

形で通年で取り組んでおります。今年度の進捗につ

きましては、令和６年10月時点で採用希望している

施設のほうは、６施設ございまして、そのうち３施

設で面接を行いまして合計５名のマッチングが成立

しております。 

　以上でございます。 

○平良識子委員  やはりこの技術を持った外国人の

介護人材というのを、しっかり県内でも介護の現場

をサポートしていただく人材として、積極的に活用

していく方向性になっていくだろうと思いますし、

それもまた県が後押しをしていく大事さというのも

感じますので、取組を進めて進化していただきたい

と思います。ありがとうございます。 

　次に、218ページの沖縄県口腔保健支援センター運

営事業について、質疑をさせていただきます。 

　まず、沖縄県の子どもの虫歯の有病者数ですけれ

ども、統計を取られてからもう30年以上、全国で沖

縄県がワーストの状況にあるということがあります。 

　その改善に向けては、やはり沖縄県の取組、そし

てこの沖縄県口腔保健支援センターができておりま

すから、ここがやはり改善させていく上での拠点と

してとても重要な役割を果たすと私は考えておりま

すけれども、そもそもやはりこの沖縄県が、子ども

たちの虫歯がずっとワーストであり続ける、そして

また、ワースト２位と差があるという状況。 

　そもそもの数が少しずつ改善はされておりますけ

れども、しかしながら全国との比較においてはそう

いう状況にありますので、その要因について、まず

はどのように分析しているのかお伺いいたします。 

○伊野波和子健康長寿課長　お答えいたします。 

　沖縄県の幼児期、また学齢期等の虫歯の状況につ
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いては、やはり全国一悪いという状況が続いており

ます。沖縄県の幼児期の虫歯は、早い時期からの甘

味摂取、砂糖等のお菓子等の摂取やおやつの時間を

決め切れていないですとか、本来であれば小学校４年

生ぐらいまでは仕上げ磨きをやったほうがいいんで

すけれども、この仕上げ磨きの実施状況があまりさ

れていないということが影響していると考えており

ます。また、第２子以降に虫歯が多いことも明らか

になっております。幼児期の虫歯が多いものですか

ら、学齢期の虫歯においても、この幼児期からの口

腔内環境や生活習慣等が影響を及ぼしている可能性

が高いと考えております。 

　以上です。 

○平良識子委員　沖縄県がこれだけ長年ずっと全国

ワースト１位であるというのは、沖縄県としてどの

ように分析していますか。 

○伊野波和子健康長寿課長　お答えいたします。 

　先ほどお答えした幼児期からの早い時期からの甘

味摂取とか、時間を決め切れていないとか、そういっ

たことがある状況の中で、同じように状況の悪い、

九州のほかの県のほうでは、フッ化物洗口が学校の

ほうで進められている状況がありまして、それで改

善傾向にあると聞いております。 

　そのため、沖縄県のほうでも、そういった学校で

のフッ化物洗口について推進をしているところであ

りますが、なかなか進めきれていない状況にござい

ます。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　沖縄県は10本以上虫歯を持つ子ども、口腔崩壊し

ている子どもたちも全国で一番多くて、そういう状

況を子ども時代に改善させることで、中高年になっ

ても医療費の削減等、また身体的な様々な生活習慣

病にも大きく関わってきますし、それはまた、子ど

もの貧困の問題が２倍ある沖縄の現状だから、これ

だけ子どもたちの歯の健康に影響を及ぼしていると

いうふうに私は分析しておりますけれども、そこを

どのようにして行政が支援していくのかということ

がとても大事になってくると思うんです、問われて

いると思います。 

　那覇市においては、中核市になって保健所を単独

で持つようになって、口腔保健支援センターも那覇

市で設置して、また、子どもたちの歯科健康につい

て集中的に取り組み始めておりますけれども、やは

り県としても沖縄県の子どもたちの歯を守るための

新たなる、次なる一歩を進めた政策、対策を今後取っ

ていく必要が私はあると思っておりますけれども、

今の分析を踏まえて、どのようにこれから対策をさ

らに深めていくのかということを考えていらっしゃ

るのか、お伺いしたいと思います。 

○伊野波和子健康長寿課長　お答えいたします。 

　令和５年６月に沖縄県口腔保健支援センター、通

称歯っぴ～センターと呼んでおりますけれども、設

置しております。この設置に伴いまして、このセン

ターは県の歯科口腔保健に関する総合窓口として位

置づけておりまして、主な事業として、県民や関係

団体等からの電話相談ですとか、歯と口の健康づく

りに関する出前講座等を行っているところです。 

　去年、令和５年の途中から始まりましたが、今年

度に入りまして、特に子どもの居場所とか、児童相

談所等から、そういった出前講座の依頼等が入るよ

うになってきていますので、そういった依頼先、そ

の対象者に応じた、そういった教材をいろいろ工夫

しまして、そこに赴いて、対象が親子だったりお子

さんだったり指導員だったりするんですけれども、

そういったきめ細かい丁寧な出前講座を行っている

ところです。これは去年から行っておりまして、やっ

ぱりこの歯っぴ～センターがあることをもっともっ

と県民に認知していきたいと考えております。 

　また、それ以外にも、乳幼児の虫歯予防対策とし

て乳幼児健診の際に、歯科医師などが保護者に対し

て行う指導内容の標準化、保護者に対して分かりや

すく子どもの歯の健康をどう考えるか、どう対応し

ていくかというようなやり方の説明を、統一して、

各市町村に差がないように、県全体にそういった統

一的なマニュアルを配布したりとか。また、就学時

健診の歯科医師等も利用できるような、そういった

マニュアルづくりもしているところです。また、小

学生に対しては、学年に応じた保健学習用の資料の

作成や活用促進等を教育庁と連携して推進するなど、

虫歯予防対策の強化を行っているところです。 

　以上です。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　とりわけ、子どもの居場所での講演等、研修の機

会をつくっているということは、これもまた大事な

取組かなと思いますし、やはりそれも含めてなんで

すけれども、御家庭で生活習慣の歯磨きを子どもた

ちに管理するという、あるいは仕上げ磨きもそうで

すけれども、そこまでの子どもの歯磨きについて見

てあげられない御家庭の結果が、小学校６年間一度

も――那覇市内での事例ですけれども、虫歯ができ

ても、一度も歯科医師が何とか、担任の先生から保

護者に伝えてくださいと、治療させてくださいと言っ
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ても、対応されていない子どもたちがいる状況をど

う救うのかということにも関わるので、ぜひ様々な、

もう少し一歩を踏み込んだ、何ができるのかという

ことを御検討いただいて、対策の取組の内容の改善

をまた進めていただきたいと要望をいたします。 

　最後に病院事業局に質疑を移しますけれども、県

立中部病院将来構想検討業務についてですが、まず

初めに、この検討委員会の実施回数についてですけ

れども、当初予定した委員会の開催回数が何回を予

定していて、実際行われた回数は何回だったのかお

伺いいたします。 

○宮里勉総務企画課長　お答えいたします。 

　県立中部病院将来構想検討委員会の開催数につき

ましては、検討委員会は、予定の４回に対し４回開

催し、将来構想の策定に必要な議論を行っておりま

す。検討委員会の開催時期につきましては、当初、

令和５年度中に４回開催する予定でございましたが、

移転用地に関する意見等へ対応するため、４回目に

つきましては、令和６年５月に開催をしております。

　また、検討委員会の部会につきましては、当初予

定の５回に対し、３回の開催となっておりますが、

委員会からの付託事項となっていない移転用地に関

する意見があったため、議論の場を検討委員会のみ

に絞って開催したところが、下回った理由となって

おります。 

　なお、部会開催数が減ったことによって、将来構

想の策定自体に支障が生じていない状況となってお

ります。 

　以上でございます。 

○平良識子委員　じゃ、執行率が下がったのは、こ

の検討委員会の開催が減ったということでよろしい

ですか。 

○宮里勉総務企画課長　県立中部病院将来構想検討

業務の不用額693万円の理由につきまして、当初予算

額2695万円に対しまして、契約金額が2315万5000円

となっており、その差額が379万5000円生じたことと、

実績額において、委託事業者との打ち合わせをウェ

ブ等で行ったことにより、旅費等の執行残が313万

4670円生じたことが主な理由となっております。 

　以上でございます。 

○平良識子委員　ありがとうございます。 

　検討委員会の開催の実施回数についてお伺いした

のは、現場視察にお伺いしたときに、現場の病院側

のほうから当初９回を予定していたけれども、４回

になったというお話がありましたので事実確認をさ

せていただきました。部会も含めて９回で、結果的

には７回になったということでよろしいわけですよ

ね。 

○宮里勉総務企画課長　開催回数については、その

とおりでございます。 

○平良識子委員　もう少し、この部会が、５回から

３回に減ったということでありますけれども、この

回数が減ったもう少し詳しい理由を教えていただけ

ますか。 

○宮里勉総務企画課長　部会におきましては、検討

委員会から付託された事項が、中部病院の役割、医

療機能の検討ですとか、南病棟の耐震化、建て替え

等に対する検討がございました。 

　そちらを部会の３回の検討を踏まえて、第２回の

委員会のほうで、その状況については一旦報告をし

ております。あと残りの２回は何かというところで

ございますが、当初予定では、検討委員会の構想案

の御説明をするということで予定していたんですけ

れども、今言ったお話があって、それ自体は取りや

めたというふうな形で、基本的な付託事項について

は部会で検討して、報告は済んでいるといった状況

になっております。 

　以上でございます。 

○平良識子委員　じゃ、この２回減って議論されな

かったことも含めて、検討委員会においてはそれで

了承されたということでよろしいんでしょうか。 

　あるいは、議論は委員会の中ではもう尽くされた

よということで締めたということでよろしいんです

か。 

○宮里勉総務企画課長　先ほどの繰り返しになりま

すけれども、部会に検討委員会から付託された事項

については報告をしております。 

　なので、付託した事項は報告した上で、また検討

委員会の中で委員の中から、移転に関する検討とい

うのも踏まえて、４回の検討委員会の中で検討した

結果を踏まえて構想案を策定しておりますので、議

論についてはなされているものというふうに理解し

ているところでございます。 

○平良識子委員　この検討委員会を経て、結果的に

今もう構想まで上げられている段階なんですけれど

も、その状況に今至る中においても様々な意見があ

り、そして、委員として参加した方からも県議会に

陳情が出されるような状況になっているわけですけ

れども、それぞれいろいろ意見がありますから、合

意形成するのはなかなか難しかったとは思いますけ

れども、やはり大事なのは、この現場の中部病院側

の思い、現場の意見をどのように新しい病院を建て
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替えていく中で、反映させていくのかということが

とても大事だと思うんですよね。 

　だから、そこをやはりこれからもさらに注意深く

というか、一緒に取り組んでいくんだということを

強く進めていただきたいわけですけれども、改めて

最後に局長にお伺いしたいと思いますけれども、よ

ろしいでしょうか。 

○本竹秀光病院事業局長　ありがとうございます。 

　先ほども申しましたけれども、南棟の耐震化から

始まったこの問題で、将来構想といったときに、私

は局長に就任しても機会があれば、実は外科の研修

医の教育に時々出かけます、中部病院にですね。そ

のときにいろんな先生方と時間があったら、将来を

どう考えているのという話はよくします。 

　これから、実はこれ大きな問題で、先ほどの病院

事業の経営にも関わってきますけれども、これから

県立病院の在り方を、構想委員会プラス在り方を考

えていかないと非常に厳しい。 

　というのは、コロナの後にそれぞれの恐らく病院

の役割、県立病院が果たしてきた役割というのは非

常に大きいんですけれども、沖縄県って民間病院も

かなりできてきて、役割分担をしないといけないと

いうのが、コロナ前まではなかなかできていなかっ

たんですよ。このコロナを契機に、恐らくこれは沖

縄県だけじゃなくて全国なんですけれども、考えて

いかないといけないという時期に来ていますので、

そういうことも含めて、どういうふうな病院にすべ

きかということは、やはり現場の特に若い先生方と

はそういう話をしていく必要があるかなと考えてい

ます。やはり県立病院というのは、沖縄県になくて

はならない病院ですので、それを支える先生方が、

いわゆる仕事のしやすい、あるいは教育のしやすい、

そういう環境をつくっていかないといけないのかな

というふうに私は考えていますので、これは病院事

業局だけではできませんので、保健医療介護部も支

援していただかないと本当はいけないんですけれど

も、考えていきたいと思っていますので、また御支

援よろしくお願いします。 

　ありがとうございます。 

○新垣新委員長　比嘉忍委員。 

○比嘉忍委員　よろしくお願いします。まず、保健

医療介護部のほうから、歳入歳出決算説明資料の

５ページ、26の保健所施設整備費でございます。 

　執行率21％でございますが、それの中身について

の答弁をお願いします。 

○山里武宏保健医療総務課長　お答えします。 

　（目）保健所施設整備費ですけれども、これは事

業概要としては保健所による庁舎とか設備の整備を

行う経費になっております。令和５年度は経年劣化、

あと台風被害等によって生じる庁舎とか、あるいは

設備の修繕に係る修繕料のほか、様々な整備を行っ

ていると。不用の理由としては、経年劣化、あるい

は台風被害等によって生じる庁舎や設備の修繕に係

る修繕料が当初予定よりも少なかったことによって、

事業費の残として約664万円等が不用の理由となって

おります。 

○比嘉忍委員　経年劣化とかそういった修繕分に関

してはちゃんとできたということと、どこかを新し

く建て直すとか改築するものがあって、それが繰越

しになったとかというわけではないということでよ

ろしいですか。 

○山里武宏保健医療総務課長　不用の理由としては、

今の理由になっておりますけれども。 

　あともう一方では繰越しのほうもございます。 

　1300万円くらい繰越していますけれども、繰越し

の理由としては、今の南部保健所のところなんです

けれども、ここが実施設計終了後に隣接する建物が

段差勾配などの改修計画があることが後で分かった

ということがあって、こちら側の計画に変更する必

要が生じて、ちょっと遅れて繰越しになるというこ

ともありました。 

○比嘉忍委員　この繰越しの分に関しては、今年度

で実施できるということでよろしいですか。 

○山里武宏保健医療総務課長　今年度、ずらしてや

るように予定しております。 

○比嘉忍委員　ありがとうございます。 

　続きまして、主要施策の資料203ページ。医師修学

資金等貸与事業。 

　医学部の貸与型の件になっておりますが、これは

今年度、令和６年度は30名の医師が勤務していると

いうことで、各医学部生に対する奨学金という形で

よろしいですかね。この総額というのは１年次から

６年次までのそれぞれの学生にという総額という形

でよろしいのかということと。そうだった場合に、

各年次ごとのそれを受給している学生数はどれぐら

いになりますか。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

　まず、何名貸与しているかということを先にお答

えいたします。 

　令和５年度は108名でございます。 

　令和５年度医師修学資金貸与事業、203ページにも
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記載してございますが、１年から６年まで全てのも

のとして１億6056万円になっております。 

　先ほどお答えした108名という数は、１年次から

６年次までの総数でございます。 

　以上です。 

○新垣新委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、比嘉委員から再度質問内容を説

　　　　明した。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　基本的には１学年17名です。ただ、それ

が留年の方もいますし、休学の方もいますので、そ

こがどうかというと、プラスマイナス２とか３は出

てきますが、トータルしてこういう数になっており

ます。 

　以上です。 

○比嘉忍委員　そこを最初から聞いていたんですけ

れども、なので、留年した場合も柔軟に対応できて

いるんですよねというのが聞きたかったんですが、

これも今、お答えいただきましたので、ありがとう

ございます。 

　これは返済というか、勤務の年数があると思いま

すが、何年になりますか。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　義務指定医療機関というものがありまし

て、そこには４年になっております。トータルでは

９年という形になっています。 

 以上です。 

○比嘉忍委員　９年くらいの義務勤務を終えると、

貸与資金の返済はなしということでの給付金ですよ

ね。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　そのとおりでございます。 

○比嘉忍委員　これまでの実績で、途中でやっぱり

やめたというわけではないんですが、この義務の返

済の義務勤務をせずに残額というか、返済したケー

スとかはあるんですか、ちなみに。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　厳しい質問ではございますが、平成25年

度からの累計を見ますと11名。かなり優秀な成績だ

と自画自賛しております。 

　以上です。 

○比嘉忍委員　そういったものをやはりしっかり利

用して、この医師不足解消のための子どもたちが定

着していただけたらなと思っているんですが、今日、

午前中の議論でもありました、この例えば腎臓内科

とか、足りないと言われている医師の科目の指定ま

でというのは議論したことあるんですか。それとも

それはできないんですかね、どうなんですか。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　医者のほうでも職業選択の自由がござい

ますので、我々からこの学科に行きなさいという科

目指定はできません。 

　ただ、指定医療機関が本県、小規模離島も多く、

約20の離島診療所がございますので、そこに行くた

めには、やはり１人医者という観点からすると総合

診療医というものが大きなウエートを占めてくるか

なと思っています。総合診療医にいくためにも、Ｐ

ＧＹ３、４で実習して、５、６で２年間の離島とい

う形を生かすようなプログラムを我々はつくってい

る次第でございます。 

　以上です。 

○比嘉忍委員　ありがとうございました。 

　次は、病院事業局の決算審査意見書の７ページ、

これももう先にいろんな質問されていて、１点だけ、

７ページで会計や契約等に係る基本的な財務に関す

る事務の不適正な処理が確認されたという形で、今

後どういった対応をしていくかというか、今、チェッ

ク体制を強化しているというのがあったんですが、

具体的にこの中身についてだけ答弁をお願いします。 

○宮平直哉経営課長　昨年度から、病院事業局では

公認会計士をお呼びして、専門的な知見を得ながら、

事務の改善であったり、定期監査で指摘されている

箇所についてそれを改善していくために、会計士さ

んの知見を得ながら、様々な取組をしております。 

　具体的に令和５年度で言いますと、会計事務の手

引、それからマニュアルを作成いたしました。これ

は今年度の話なんですけれども、今年度はこの作成

をしたマニュアルとか手引を活用して、実際に各現

場でどの修正点があるのかとか、足りないところが

あるのかとか、そういったものをヒアリングをしな

がら、更新であったり、追加の手引であったり、そ

ういったものの取組につながるようにと考えており

ます。 

○比嘉忍委員　そういったマニュアル、手引等を準

備されて、職員の講習というか、そういった認知を

徹底させていくという形で……。ちなみにそれに携

わる、該当する職員というのは総数でどれぐらいい

らっしゃるんですか。 

○宮平直哉経営課長　お答えします。 

　病院事業局に所属する職員というのは、これは事

務方ですけれども、令和５年度で234人おります。手
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元に具体的な細かいデータはないんですけれども、

その234人の中に本庁職員がおよそ50人おりますの

で、例えば先ほどのマニュアルであったり、手引を

使って、事務の改善に取り組んでいる職員というの

は、主に病院で勤務する職員を中心に捉えておりま

すので、人数としては180人ぐらいいるだろうという

ふうに考えております。 

○比嘉忍委員　総数が234名で、本庁の職員が50名、

病院職員が180名ぐらい、大所帯になると思いますが、

今後の対応としての答弁もありましたので、このよ

うなことが二度とないような取組をしっかりお願い

したいと思います。 

○本竹秀光病院事業局長　ありがとうございます。 

　昨年の４月からもうこの職についていて、その前

からも総務事務センターの契約の話からいろいろも

うずっとその質問を受けているんですけれども、来

て分かったのは、やはりその契約に不備があったの

は分かって、どうしてそれが起こったかというと、

やはり、その課で決めていたことが分かって、これ

は例えば50名の病院事業局の職員がいますけれども、

やはり、みんながそのものを考えるのに関与してい

ないというのは分かったんですよ。 

　例えば、本議会でも言いますけれど、僕は医療を

やるという――例えば外科医なんですけれど、１人

の患者さんを診るのは１人で診ないですね。 

　全体のカンファレンスの中でしかしないんです。 

　そういうことで、やはりここを横串が刺さってい

ないというのが分かりましたので、いろんなことを

決めるに当たっては、各課の少なくとも班長以上が

集まって会議する必要があるだろうということで、

今年の４月から隣の統括監が始めたことが今、円卓

会議をやっています。 

　つい数日前は、今経営が悪いもんですから、経営

改革について２時間半ぐらい議論、局長室の横でやっ

ていますけれども、そういうふうに各課が一つのこ

とに関して関与して共有するということをやり始め

ていますので、それを続けていけば、かなりそうい

う、これも病院の現場にも落とし込まないといけな

いんですよね。 

　結構ケアレスミスがあっても、審査でもしょっちゅ

う文句を言われていたのは経験もありますので、そ

ういうことからやっていこうということで、今、病

院事業局のほうから開始していますので、そういう

ふうにこれも各県立病院に落としていきながらやっ

ていけば、いろんなところでいい方向になるだろう

と、私の考えとして、ちょっとベクトルを１つにし

ないといけないと思っていますけれども、そんな感

じです。 

○比嘉忍委員　局長、ありがとうございました。 

　先ほどの現場での対応、それから今の局長からの

局での対応、しっかり現場と病院事業局の対応とい

うか連携をこれまで以上に密にして、しっかり対応

していただきたいと思います。 

　以上です。 

○新垣新委員長　新垣善之委員。 

○新垣善之委員　お願いします。 

　初めに、保健医療介護部のほうから、主要施策の

成果に関する報告書の195ページ、197ページ、関連

しますのでお願いします。 

　195ページでは、離島医療体制確保支援事業で執行

率が79.7％、不用額が8800万円。へき地診療所運営

補助事業費で執行率が91.7％の870万円の不用額が出

ておりますが、派遣医師の安定的な確保に向けた取

組状況と医療機関の充実について、どのような課題

があるか、地域ごとの診療ニーズの把握にどのよう

な手法を用いているかお願いします。 

○古堅宗一朗医療政策課長　お答えいたします。 

　まず、派遣する医師の安定的な確保に向けてです

が、これは実施に当たって年度当初に各県立病院、

附属の診療所という意味ですが、ここや市町村へ、

現地のほうへ巡回診療実施の要望の有無などについ

て調査をしたりとか、あと要望がある場合に、この

巡回の種類といいますか、診療科ですとか、回数、

時期等についてニーズを把握して、マッチングとい

うか、着実に行えるように工夫をしております。 

　あと、続けて医師を派遣する医療機関の拡充につ

いての取組ということでしたけれど、これは、医師

を派遣するのは県から直接ではなくて委託事業でご

ざいまして、委託先であります公益社団法人地域医

療振興協会というところにお願いしますが、ここで

先ほども申し上げましたけれど、これは医療機関自

体の協力もそうですけれど、基本的には現在、ドク

ターバンク――いわゆる医師が一人一人個人という

か登録しているところから、医師を派遣して、つま

り全国、所属でいうといろんな病院から行っていた

だくような形で事業を実施します。 

　今後、安定的にということでの今御提案というか、

どうなのかということなので、今後また、県内で代

診派遣などの支援を行っている僻地医療拠点病院が

幾つかありますけれど、これを増やしながら組合せ

でマッチングをして、安定的に対応できるようにと

いうことでやっております。 
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　あと、その前提となる地域ごとのニーズの把握な

ど、どういうふうにやっているかということですが、

これは先ほども出てきましたけれど、委託先であり

ます公益社団法人地域医療振興協会。こちらのほう

で細かく各地域の各診療所の地域のニーズを把握す

る、これは令和５年度の今決算の話なので令和５年

度までの話でいうとそこまでなんですが、ちょっと

蛇足になりますがこれまで以上にニーズ把握を強化

しようということで、今年度からは県の担当職員も、

各地域のほうに行って、実情を把握するということ

を強化しているところまで付け加えさせていただき

ます。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　協会に委託して、令和５年度に派

遣できなかった診療所、病院などありますでしょう

か。 

○古堅宗一朗医療政策課長　年度当初に基本的には

計画を立てまして、先ほど申し上げたとおりのニー

ズに合わせて、この時期にこの診療科の専門医に行っ

ていただいて事業を実施するということを早い時期

でやるんですけれども、これがいろんな要因、例え

ば天候が悪化してそのタイミングで予定していた計

画どおりのタイミングで行けなかった場合、これは

いわゆるリスケをしてやるんですけれども、それで

もなおタイミングが合わないで、あるいは医師の手

配というか都合が悪くなって行けなかったというよ

うな事例が幾つかあるというのは聞いています。 

　今、個別にどの時期にどの島でどの診療科という

のはちょっと今持ち合わせていないんですが、そう

いうことがあり得るということは聞いています。 

　そういうのも含めて、いろんな選択肢が広がるよ

うにという取組を今やっているところでございます。 

　以上です。 

○新垣善之委員　例えば、小児健診など、定期的な

子どもたちの健診があると思うんですけれども、そ

ういったものを定期的に医師を派遣するというのも

この事業に入っているのかな、質問です。 

○糸数公保健医療介護部長　乳幼児健診は市町村が

母子保健事業として行っていまして、これは別のス

キームで小児保健協会というところが、医師、それ

からスタッフの派遣をスケジュールを組んで、離島

も含めて、全て小児科医で健診ができるようにとい

うことで行っておりまして、こちら医療政策課のほ

うは、実際の患者の診療とか治療に関わるというと

ころで御理解いただきたいと思います。 

○新垣善之委員　なるほどですね、市町村と県と分

けてやっているということですね。 

　続きまして、202ページと、204ページ。 

　202ページは、県立病院専攻医養成事業で執行率が

71.2％、最終予算額が２億7900万円。 

　204ページでは、医師派遣推進事業で執行率が

75.7％の２億3400万円の最終予算額であります。専

攻医の研修希望者が減少している中で、研修体制の

充実に向けた具体的な取組はどのように進められた

のか。医師の確保が困難な地域の派遣を持続可能に

するため、今後どのような支援やインセンティブが

考えられますか、お願いします。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　ありがとうございます。 

　まず、専攻医の研修希望者が減少している中で、

研修体制の充実に向けた具体的な取組という御質問

だったと思います。 

　そこの１点目、お答えさせてください。 

　平成30年度の新専門医制度開始以降、症例数が多

い大都市圏に専攻医が集中する傾向があり、本事業

における専攻医養成は減っていると認識しておりま

す。増やすための取組といたしまして、県といたし

ましては、専攻医及び勤務医の学会や県外とかの研

修に行かせる費用を別途事業で設けているのが１点

目。 

　もう一つ、ハワイ大学のほうから招聘して様々な

研修を受けるのが２点目。 

　あと１点は、様々なプログラム、総合診療とか課

程を取れるダブルボード的なプログラムを設け、魅

力を広く周知する方向で動いております。 

　続きまして、医師確保が困難な地域への派遣を持

続可能にするため、今後どのような支援やインセン

ティブが必要かにお答えいたします。 

　まず、困難な地域という観点から言いますと、沖

縄本島の北部、宮古、八重山及び小規模離島が、特

に医師確保が困難な地域として我々は認識しており

ます。そこの地域に派遣する大きな事業といたしま

しては、自治医科大学からの学生の派遣事業、先ほ

ども言いました医師修学資金地域枠等の派遣事業、

今回202ページにも書かれている、県立病院専攻医養

成事業等を活用して行っております。 

　そのほかにも様々な事業がございますが、令和５年

度、合計約110名の医師を困難な地域へ派遣しており

ます。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　ありがとうございます。 

　やはり、たくさんのインセンティブ、学生が魅力
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ある医師育成について確認が取れました。 

　また、この医師の偏在対策をより効果的にするた

めに、他県や国との連携や新たな取組があるかをお

伺いします。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

　機械的に算出された医師偏在指標という中で、沖

縄県には、医師多数県ということで、全国５位の医

師多数県に分類されてございます。 

　それに伴って、国による臨床研修医の定員の減や

琉球大学医学部地域枠の臨時定員の減と厳しい状況

が続いております。 

　そういった中、これ以上の減少を食い止めるため

に、今年度初めての取組ではございましたが、７月

に県内の臨床研修病院群の代表者の皆さんと御一緒

に厚労省のほうにまず臨床研修医の定員減に係る要

請を行いました。10月には、鳥取県の呼びかけに基

づいて、医師多数県、鳥取県、徳島県、沖縄県等と

知事も参加いたしまして、医師多数県の13県で、共

に国へ要請を行っております。 

　以上でございます。 

○新垣善之委員　離島を抱えている我々沖縄県に

とって、医師が多数というのが、現在の実態と何か

合っていないような気がして、これも課題となって

いると思いますので、引き続き他県との連携であっ

たり、国への要請だったり、お願いしたいと思いま

す。 

　続いて、病院事業局の令和５年度沖縄県病院事業

局会計決算審査意見書の中からお尋ねいたします。 

　５ページの審査意見からなんですけれども、先ほ

ど昨年の純損失が大きく増加しているとありました。 

　コロナ感染症の影響が継続する中で経営状況が厳

しい中にあったんですけれども、コロナ交付金もな

くなる中、昨年度、こういった、この経営シミュレー

ションというのがされていたのか。予算を策定する

中で、シミュレーションというのがなされていたの

かちょっとお尋ねしたいなと、お願いします。 

○宮平直哉経営課長　シミュレーションということ

ではないんですけれども、当然、各病院の職員から、

それぞれの病院の経営状況の見通しだとか、そうい

うものは当然伺っております。 

　ただ、例えば、経常損益であったり、純損益であっ

たり、令和４年度と比べて大幅に成績が悪化したの

かというところなんですけれども、繰り返しになり

ますけれども、見込んでいた収入より費用がかなり

かかってしまったというところとか。 

　令和５年度で言いますと、新型コロナウイルス感

染症の病床確保補助金というものがありましたけれ

ども、そちらについて27億円の補助金返還というも

のがあって、それも予想外の支出があったというこ

と。 

　それから、これは先ほど申し上げましたけれども、

今般の人事院勧告等に伴う職員費の引上げの改定で

あったり、それから、物価高、材料高というものは、

いろんな診療材料だとかお薬に影響しておりますの

で、こういった経費の増加というものもあって、予

想以上に経営が悪化したというところは正直ありま

す。 

○新垣善之委員　先ほど、それぞれの病院長の先生

方からもあったように、本当に課長がおっしゃるよ

うに、人件費であったり、物価高騰による病院経営

に対する損失の増があったと。また室長からもあり

ましたように、北部、宮古、八重山、小離島の診療

における赤字経営もあるというところからも、私の

考えでは、離島を抱える沖縄県において、赤字があっ

ていいと思うんですよ。 

　なぜならば、医療体制をしっかりと確保し、充足

していなければ、それを我々が充足するべきであっ

て、それはちゃんとした義務であるんですけれども。

今現在、観光客も持ち直してきて、離島におけるオー

バーツーリズムであったり、いろんな離島を抱え、

医療体制の確保をしっかりとやるべきであって、そ

れをしっかりと国に、医師であったり看護師、医療

に従事する方々の何パーセントかを持ってくれとか、

そういった要請。医師の多数県と言われても、我々

からしたら充足していないにかかわらず、育成の部

分にもお金をかけないといけないというところで、

先ほど室長からもありましたが、もう一度、今、病

院事業局が抱えている、国に対してどう県民の命を

守る医療体制を構築するための行動を昨年度、起こ

してきたのかというところを、ちょっと答弁いただ

けたらなと思います。 

○本竹秀光病院事業局長　偏在のお話は先ほどあり

ましたね。沖縄県は総数としては多数県で間違いな

いんですけれども、ほとんど那覇・南部地区です。

だから、北部、それから中部もそんなに多くはない

ですね、宮古、八重山が非常に少ない。そういうと

ころで、その、ものの考え方はおかしいというのは

沖縄県だけでなく、ほかの府県からも出ていて、見

直しを求めてはいますよ。 

　それから経営の話ですけれども、全国自治体病院

は860ぐらいありますけれども、ほぼほぼ赤字ですよ、



－260－

  
                                                                                          

今、コロナの後ですね。それで今、自治体病院協議

会が今、国に申請しています。何らかの形の補塡な

り、多分、もしかしたらその特例債みたいな話をし

ているんですけれども、それをしないとやっていけ

ないという状況があることと。　 

　それから、数日前に出たのが国立大学がかなりの

赤字を出しています。国立大学もやっていけないと

いうところも出ていて、沖縄県は実は比嘉委員は北

部の出身ですけれども、医師会病院とか、それから

那覇市立病院も、かなり、このコロナ後に赤字を今

抱えていて、それをどうしていくかということで悩

んでいるんですけれども、そういう意味では、開業

医は赤字ではないんです。あんまり、実は、コロナ

の補塡は病院が問題なんですよね。補塡してもらっ

たけれども、それ以上に人が増えて、人件費が増え

て、その後補塡がないというところで今苦しんでい

るところです。 

　これはぜひ、今、先生方からいろいろそういう支

援をいただけるという感触をいただいていますので、

これから非常にお願いしていかないといけないと思

いますけれども、沖縄県の医療を支えるため、ぜひ

協力していただければ非常に幸いかなと思います。

　ありがとうございます。 

○新垣善之委員　自分の考えなんですけれど、医療

は手段であって、本来は保健医療介護、生活福祉に

関するところをしっかり手厚くして健康寿命を延ば

すというところなんですけれども、ちゃーがんじゅ

うプロジェクトもやっていますが、沖縄の平均寿命

は、今全国何位ですか。 

○伊野波和子健康長寿課長　お答えします。 

　国が公表した令和２年都道府県別生命表において、

沖縄県の順位は男性43位、女性16位となっておりま

す。 

○新垣善之委員　もう本当に昭和の時期から沖縄県

の持ち味の自然のものを食べるとか、自然のものを

食べて健康体、防衛体力をつけさせるというところ

を、しっかり保健医療介護部、生活福祉部の面から、

しっかりと施策を充実していって、病院事業局は、

僕は赤字でも別にいいんじゃないか、それだけ離島

医療が不足している、逼迫しているところをしっか

りと補っていければ、私はいいんじゃないかなと思

います。なので、決算となっているか分からないで

すけれど、引き続きお互いに連携しながらやってい

けると、沖縄県の健康寿命を本当に引き延ばすため

のクオリティオブライフですかね、県民の生活にし

ていただければいいかなと思います。 

　以上です。 

○新垣新委員長　小渡良太郎委員。 

○小渡良太郎委員　今、新垣善之委員も議論してい

た部分をそのまま引き継いで、経営の安定化につい

て少し、最後なので聞きたいと思っていたことがば

んばん聞かれて、残り少なくなっているものですか

ら。 

　まず、この経営の安定化に対する考え方を改めて

お聞かせいただきたいなと思います。病院事業局で

すね。病院事業全体の考え方を教えてください。 

○宮平直哉経営課長　経営の安定化のためには、先

ほど来、申し上げているとおり、収益を確保して支

出を抑える、この一言に尽きるわけですけれども、

具体的に収益の確保については、診療科報酬の改定

というのが定期的にありますので、それに向けたそ

のルールの理解であるとか、また、適切な診療報酬

の請求、それから、医師を含む全職員に対して勉強

会を開催するとか。また、先ほど来、申し上げまし

たように公認会計士を入れて、財務事務改善のプロ

ジェクトを立ち上げております。そういった取組も

行って、事務の改善を強化することによって収益を

確保していくことにつなげていきたいというのがあ

ります。 

　それから、もう一つの費用の削減ですけれども、

令和５年度においては、検査委託の縮減に向けて安

価な医療材料への切替え促進に取り組むなど、経費

の縮減に取り組んでおります。また、費用の大部分

を占める人件費についてですけれども、医師の働き

方改革が始まったところもありますけれども、時間

外勤務の縮減については、これまで以上に縮減に向

けて努めていきたいというふうに考えております。

また、人員配置の最適化にも取り組む必要があると

いうふうに考えておりますので、そういった収益の

確実な確保、それから費用の縮減、これを徹底して

進めていくことに尽きるというふうに考えておりま

す。 

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

　県立病院、何度も議論されているし、言及もあっ

たんですけれども、採算が取りづらい医療も内包し

ながら、それでも県民の生命、健康をしっかり守っ

ていく、ある意味セーフティーネットであり、最後

のとりででありというところが役割ですから、それ

をしっかり安定した経営というのは非常に重要なこ

とだと思います。 

　さっきも新垣善之委員がおっしゃっていたんです

けれども、この安定経営のためには、赤字経営を許
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容するというのは、ちょっと言いづらいではあるん

ですけれども、ある程度の許容できる範囲というの

は許容するべきだとも思いますし。また、この予算

の確保とか、定員もいろいろで、条例とかでも縛ら

れている部分もありますから、この定員の増加とか、

政治的な案件が必要であれば、そういうところには、

私も関わる委員会の一員としては協力していきたい

なというふうには思っています。 

　ただ、私は今回、文厚５年目という形で、ずっと

決算やってきているんですけれども、小さい県の――

５ページの、県立病院が公的医療機関としての役割

を継続的に果たしていくためには、一人一人が収益

の向上と費用の縮減、今まさしく答弁出たところ、

この不断に取り組むことが必要であるとずっと言い

続けられているんですよ。 

　先ほどの比嘉委員の答弁の中で、局長も自らおっ

しゃっていたように、経営改善という部分をなかな

か念頭に置けていない職員が多いと。これは当然だ

と思います。患者さんに向き合って医療をしないと

いけない、人に向き合わないといけない中で、治療

しながらどうやって経営を改善できるかなって考え

られる人はいないと思います。 

　だから、経営改善の部分というところと、医療を

しっかりやっていくというところは、ある程度切り

離してやっていかないといけないのかなというのを、

今までの議論をずっと聞いていて、またこの５年間、

いろいろ振り返りながら、ちょっと感じました。令

和５年度では会計士を入れて、いろいろマニュアル

とか作成したりしたという話があったんですけれど

も、もっと経営の専門家、病院経営の専門家がいらっ

しゃるはずです。民間の病院は不採算を抱えていな

いところも、もちろんあるんですけれども、十分収

益を上げてうまくやっているところもたくさんある

中で、経営の専門家を招聘をして、経営は経営でしっ

かりとセクションと人を置いて取り組んでいく。医

療は医療でちゃんとやっていくという形でやって

いったほうがいいんじゃないかと。少なくとも毎年

毎年、同じような審査意見が出てくるということに

はつながりにくくなっていくんじゃないかというふ

うに思うんですけれども、局長どうお考えか。 

○本竹秀光病院事業局長　ありがとうございます。 

　おっしゃるとおりだと思います。それで、病院長

時代からその当時の局長に、事務方の教育を始めま

しょうと言ったら、できませんでした。 

　昨年に就任してまず始めたのが、事務方の教育、

レベルアップをしようということで、今１人は、日

本病院経営に留学に出しています。今度11月にそこ

から派遣してもらって、６県立病院の事務長以上を

全部集めて勉強会をやりますけれども、これは合計

３回か４回計画していまして、それは専門家で。実

は６つの病院の今の状態も実は今審査してもらって

るんですけれども、おっしゃるように、それができ

た暁には、恐らく経営、さっきの監査のところから

指摘されるのも大分減るだろうと思いますし。それ

はもう今やり始めて、これから多分、数年はかかる

と思いますけれども、今、委員がおっしゃるように、

医者は、実は、そのために医者になったわけじゃな

くて、管理者になった途端に経営のことを考えろと

言われているわけですけれども、考えてはいますよ。 

　だけど本当は、それができる事務のプロがいれば、

今、委員がおっしゃるように、経営は両立して多分

いくんだろうと思っていまして、今そこに踏み出し

たところですので、しばらく様子を見ていただいて、

プラス支援もしていただいて、よろしくお願いした

いと思います。 

　以上です。 

○小渡良太郎委員　うちも親戚に医者がいる中で、

経営が得意な医者もいます。でも、病院事業局は今

まで自分たちでどうにかしようとしてきたことって

いうのを別に否定するつもりはありません。自分た

ちで改善できること、やれることをやろうというこ

とでやってきたというのは、十分この評価に値する

ところだと思うんですけれども、ただ、社会情勢い

ろいろどんどん厳しくなっていくし、いろんなもの

の値段も上がっていくしということで、速度が今後

求められていくのかなと。 

　人材育成もそういったところに携わる人を置きな

がらやっていけば、例えば、最初のころはよその力

を借りないといけない。でも、いずれは生え抜きで

できるようになっていくという環境もつくれるはず

です。ぜひほかの力を借りて、まずしっかりと立て

直しをして、それを維持するという段階で自分たち

でやっていくというような体制をつくっていけるよ

うに。決算というには少し広い議論ではあったんで

すけれども、ぜひ令和６年は、もう今進行中ですか

ら、この令和７年、令和８年というふうになってい

くにつれて、こういう指摘がどんどん減っていく、

改善が見られると。大きな改善が見られるという記

載が増えていけるように、ぜひ頑張っていただきた

いとお願いをいたします。 

　もう一点、これも先ほど議論出ていた総務事務シ

ステムの話なんですけれども、これも以前からいろ
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いろ議論がありました。何で特命随契なのかという

のもあったんですけれども、行政の事務システムと

いうのは、基本的に法令改正とかいろんな部分で、

いろいろ修繕を加えていかないといけない、改修し

ていかないといけないというのが常ですから、国の

動きとか情報収集をしっかりやっていくというのは

もちろん、当たり前にやるべきことだと思っていま

す。 

　令和４年11月にシステムを導入したという話だっ

たんですけれども、これは、今日は令和５年なので、

令和４年まで遡ってガーガー言うつもりはないんで

すが、この導入のタイミングが適切だったのかとい

うところは、先ほど議論を聞いていて少し感じまし

た。導入しました、その後法令改正があって、これ

に改修の予算をつけないといけない。またその後い

ろいろあって、改修の予算をつけないといけないと。

それだったら、国の動きでいきなり法改正をやりま

すということにはならないわけですから、導入のタ

イミングをもう少しうまく考えてやれば、そういう

費用というのは圧縮できたんじゃないかなというふ

うに正直感じたんですけれども、担当として、この

意見に関して、どのような見解をお持ちか。ちょっ

となかなか答えづらいところではあるんですけれど

も、別に追及するつもりではなくて、あくまで今後

に生かすという意味での率直な御意見をいただけれ

ばと思いますので……。よろしくお願いします。 

○本竹秀光病院事業局長　自分が中部病院で４年間

院長をしているときに、総務の給与係の、余りにも

時間外――中部病院ってかなり職員が多いですから、

全部紙ですよ、紙でやって、全部、年末調整も全部

紙でやりながら、かなり疲弊しているという現場を

ずっと見ていました。それで総務事務センターの話

は、恐らく県立病院の事務長たちの一致した意見だっ

たんだろうと思いますね。 

　だから、それが令和４年の11月のタイミングでやっ

たんじゃないかと、僕は直接聞いているわけではな

いんですけれども、ただ、現場があまりにも、特に

事務方が非常に時間外が多すぎて、あるいはメンタ

ルで休んだりというのを横で見ていて、事務長たち

の非常に悩みではあったんですよね。それが恐らく

そのタイミングで総務事務センターに集約して、そ

この負担を減らそうということから始まったんだろ

うと思います。 

　今、大分負担は減っていると思いますけれども、

なかなかシステムが安定するまで多分時間がかかる

と思うんですけれども、タイミングは多分そういう

タイミングでやったんだろうと、これは僕の推測な

んですけれども、現場で見ていては、かなりそうい

う給与の担当の人たちが疲弊しているのは見ていま

したので、事務長たちの一致した意見で病院事業局

とそういうことを決めて始めたのかなとは思ってお

ります。 

　以上です。 

○小渡良太郎委員　当初の契約の不備の話もさっき

あったんですけれども、契約の在り方として、ある

程度のシステム修繕も含めてのパッケージというも

のも多分、一般的によくあることなのかなと。 

　病院の事務に関しては詳しくないですから、ほか

の一般的な行政事務のシステムと比べると、そうい

うのも、ある期間の法改正については、当初の契約

金の中で対応できるとか、そういう契約も実際に市

町村で行われていたりします。税金がかかっている

わけですから、できるだけ改修の頻度は少なくなる

ように。エラーの回数もできるだけゼロに近いよう

にシステムをつくっていくというのが、本来、受託

業者には求められるんですが、それがあまりにも多

いとなると、やはりある程度、そのシステムを使い

続けるのか、刷新したほうがいいのかと。どっちが

より税金使わなくて済むのかというところに、もう

来てるんじゃないかなと思います。あまりにもエラー

が多いですし、改修の費用も多額になっているよう

な気がします。ここらで少し、今もう導入して運用

していますから、別にこれをゼロにしろではないん

ですけれども、今後も同じような形で、同じような

頻度で続いていくんだったら、このシステムの導入

自体が間違っていたということになりますから、そ

ういうふうになる前の修正というのは、場合によっ

ては必要になってくるのかなと思いますので、これ

は答弁は要らないですから、ぜひ受けていただいて、

中でもしっかり検討して、ついこの間も給与の未払

いの話が新聞に出ていました。こういうことがない

ように、運用しているシステムの問題だったら、シ

ステム屋さんに問題があるわけですから、そういう

システムはどうするのかと、使い続けるのかという

ところも考えていただきたいなと思います。 

　すみません、時間ないんですけれども、保健医療

部の213ページ、主要施策ですね。 

　生活習慣病予防に関する部分で、先ほど平均寿命

の話が出ました。 

　生活習慣病予防事業だけじゃないんですけれども、

私自身も、直近２年で体重25キロぐらい増えて、も

う増えすぎ、選挙であった人たちにびっくりされる
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と。軍特委の会見をしたときに、大学の友人からも

電話が来て、お前やばいなって言われるぐらい増え

たと。改めて生活習慣病、いろんな形で肝機能以外

はまだ正常ではあるんですけれども、ただ、ちゃん

とやっていかないといけないなというふうに強く感

じています。 

　この長寿県再興に向けた取組というのを、今まで

いろいろやってきたと思うんですけれども、この令

和５年度でやった取組の課題、見えてきた課題と今

後の展望を最後にお聞かせいただきたいと思います。 

○糸数公保健医療介護部長　これまでの取組を含め

てお話をしますけれども、平成25年頃から健康長寿

復活プロジェクトというのを立ち上げて、その頃も

やはりアルコールの量が多いとか、それから肥満が

多いとか、検診受診率が低いという、この３つをずっ

と重点的にやってまいりました。 

　先ほど、平均寿命の話をしましたが、あれはゼロ

歳で今年生まれた子どもが何年生きるかいう話で、

順位が下がっていますけれども、今60歳、70歳まで

生きていらっしゃる方の今後の平均余命は、沖縄は

まだ全国トップクラスで長いんです。 

　ということは、そこに至るまでの働き盛り世代、

いわゆる20代、30代、40代、50代の方がほかの県よ

り余計に亡くなっているというのがあって、その原

因が生活習慣病であるというところで、働き盛りの

人にどうアプローチするかということで、ずっと健

康経営という考え方、職場にいる間に健康づくりと

か検診とかを充実させるというのをずっと行ってき

たところでございます。 

　もちろん県民にも訴えたりしていますけれども、

土木建築部等、ほかの部局の協力を得て、公共事業

の入札に、健康経営に取り組んでいるということで

加点をしてもらうという仕組みを、これを取り入れ

たところ、加入の団体が、それまで200、300だった

のが、1300とか1400とか一気に増えて、健康づくり

が広がる素地ができました。このタイミングで、令

和５年の働く人の職場検診の有病率の割合が、13年

ぶりに最下位から46位に上がって、明るい兆しとい

うのがこの10年ぐらいやってきて、初めて数字とし

て動いてきました。これ、やはりいろんな職場の取

組で有所見の方がちょっと減っていく可能性がある

かというところで、方針としてはそれをどんどん続

けていくというところをしたいと思います。個人個

人が今、委員がおっしゃったように、やはり肥満と

いうのがいろんな病因のもとになっているというこ

とをもっとアピールをする。そのために、どうやっ

たら歩いてしまう環境をつくるかとかですね。本人

に言うだけじゃなくて、環境も変えながら進めてい

くというのを今、健康長寿課を中心に行っていると

いうところで、これはずっと言い続けないといけな

いと思いますので、また御質問いただければと思い

ます。 

○新垣新委員長　大仲医療政策課北部医療センター

・医師確保推進室長から発言の申し出がありますの

で、許可いたします。 

○大仲浩二医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　先ほど比嘉忍委員のほうからの答弁のほ

うで、修学資金の返還事例、私のほうが11名とお答

えいたしました。 

　11名については間違いはございませんが、聞く方

によっては、地域枠は全て11名と聞く方もいらっしゃ

るのかなと思いまして、11名の内訳を補足させてく

ださい。 

　地域枠的には２名でございます。その地域枠以外

に、琉球大学の５年次、６年次への貸与もしていま

して、そこが４名。地域枠以前にできた修学資金の

ほうが、平成19年から20年ありますが、そこで５名、

合計全体で11名。 

　以上でございます。 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　以上で、保健医療介護部及び病院事業局関係決算

事項に対する質疑を終結いたします。 

　説明員の皆様、大変御苦労さまでした。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、執行部退席） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　次に、決算調査報告書記載内容等についてを議題

といたします。 

　それでは、決算調査報告書記載内容等について、

御協議をお願いいたします。 

　まず、提起のありました総括質疑について、提起

した委員から、改めてその理由の説明をお願いしま

す。 

　なお、提起理由の説明の順番につきましては、お

手元に配付してあります総括質疑（委員会協議用）

の順番でお願いいたします。 

　また、提起理由の説明の後、反対の意見がありま

したら御発言をお願いいたします。 

　まず、今、お手元にあります提起の理由について、

小渡良太郎委員からお願いいたします。 

○小渡良太郎委員　令和５年度に実施されている学

校給食費実態調査事業に関して、いろいろと他の委
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員からもあった中で質疑してきたんですけれども、

令和６年５月に発表している方針があります。 

　その方針づくりの基となった調査であるという形

で説明があったんですけれども、教育委員会だけの

答弁では、どうもこのつながりがよく見えてこない。

どれが、どのような形で、方針の意思決定に反映さ

れたのかというのは、やはり知事御自身に聞く、意

思決定をした方に確認をするしかないのかなという

ふうに思いましたので、今回、この件、総括質疑と

して取上げていただこうという形で提案をいたしま

した。 

○新垣新委員長　それでは、反対の御意見がありま

したら御発言願います。 

　反対の意見はありませんか。 

　　　（「意見なし」と呼ぶ者あり） 

○新垣新委員長  意見なしと認めます。 

　以上で、総括質疑に係る提起理由の説明と反対意

見の表明を終結いたします。 

　次に、総括質疑の整理等について、休憩中に御協

議をお願いいたします。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、提起理由のとおり報告すること

　　　　で意見の一致を見た。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　休憩中に御協議いたしました総括質疑につきまし

ては、決算特別委員会に報告することといたします。 

　次に、特に申し出たい事項について御提案があり

ましたら、挙手の上、御発言をお願いいたします。 

　　　（「提案なし」と呼ぶ者あり） 

○新垣新委員長　提案なしと認めます。 

　以上で、特に申し出たい事項についての提案を終

結いたします。 

　次に、お諮りいたします。 

　これまでの調査における決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。 

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○新垣新委員長　御異議なしと認めます。 

　よって、さよう決定いたしました。 

　なお、決算調査報告書は、10月29日火曜日正午ま

でにタブレットに格納することにより、決算特別委

員に配付することになっています。 

　また、決算特別委員の皆様は、10月30日水曜日に

総括質疑の方法等について協議を行う予定となって

おります。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、陳情第174号に係る参考人招致に

　　　　ついて、議題に追加することで意見の一致

　　　　を見た。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　お諮りいたします。 

　陳情第174号全会一致で可決された県立高校生自死

事案について全容解明のための再調査等を求める決

議に関し取組の推進を求める陳情に係る参考人招致

については、休憩中に御協議いたしましたとおり、

議題に追加し、直ちに審査を行いたいと思いますが、

これに御異議ありませんか。 

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○新垣新委員長　御異議なしと認めます。 

　よって、さよう決定いたしました。 

　陳情第174号全会一致で可決された県立高校生自死

事案について全容解明のための再調査等を求める決

議に関し取組の推進を求める陳情に係る参考人招致

について議題といたします。 

　ただいまの議題について、参考人の出席を求める

かどうかについて、休憩中に御協議をいたします。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、陳情第174号に係る参考人招致に

　　　　ついて協議した結果、参考人として陳情者

　　　　の出席を求め意見を聞くことで意見の一致

　　　　を見た。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　お諮りいたします。 

　陳情第174号に係る審査のため、本委員会の陳情者

を参考人招致として出席を求める意見を聞くことに

ついては、休憩中に御協議いたしましたとおり決す

ることとし、その他の詳細については委員長に御一

任願いたいと思いますが、これに御異議ありません

か。 

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○新垣新委員長　御異議なしと認めます。 

　よって、さよう決定いたしました。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、陳情第176号に係る参考人招致に

　　　　ついて議題に追加することで意見の一致を

　　　　見た。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　お諮りいたします。 

　陳情第176号沖縄県内高等学校導入アプリに関する

陳情に係る参考人招致については、休憩中に御協議

いたしましたとおり議題を追加し、直ちに審査を行

いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。 
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　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○新垣新委員長　御異議なしと認めます。 

　よって、さよう決定いたしました。 

　陳情第176号沖縄県内高等学校導入アプリに関する

陳情に係る参考人招致についてを議題といたします。 

　ただいまの議題について、参考人出席を求めるか

どうかについて、休憩中に御協議をお願いいたしま

す。 

　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、陳情第176号に係る参考人招致に

　　　　ついて協議した結果、参考人として陳情者

　　　　の出席を求め意見を聞くことで意見の一致

　　　　を見た。） 

○新垣新委員長　再開いたします。 

　お諮りいたします。 

　陳情第176号に係る審査のため、本委員会に陳情者

を参考人として出席を求める意見を聞くことについ

ては、休憩中に御協議いたしましたとおり決するこ

ととし、その他の詳細については委員長に御一任願

いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○新垣新委員長　御異議なしと認めます。 

　よって、さよう決定いたしました。 

　以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

　委員の皆さん、大変御苦労さまでした。 

　本日の委員会はこれをもって散会いたします。 

　お疲れさまでした。 
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